
 

－211－ 

令和４年６月２２日６月三次市議会定例会を開議した。 

１ 出席議員は次のとおりである（２４名） 

 

２ 欠席議員は次のとおりである 

   な  し 

３ 地方自治法第１２１条により説明のため出席した者の職氏名（２５名） 

 

４ 職務のため議場に出席した事務局職員の職氏名（５名） 

 

事 務 局 長  池 本 敏 範        次    長  明 賀 克 博 

議 事 係 長  原   仁 彦        政務調査係長  石 田 和 也 

政務調査主査  脇 坂 由 美 

市    長  福 岡 誠 志        副  市  長  堂 本 昌 二 

副  市  長  堀 川   亮        総 務 部 長  細 美   健 

経営企画部長  宮 脇 有 子        地域振興部長  中 原 みどり 

市 民 部 長  矢 野 美由紀        福祉保健部長  立 花 周 治 

                       市 民 病 院 部 子育て支援部長  松 長 真由美                片 岡 光 子 
                       事 務 部 長 
産業振興部長         中 廣   晋        建 設 部 長  秋 山 和 宏 
併農業委員会事務局長 

水 道 局 長  加 藤 伸 司        危 機 管 理 監  山 田 大 平 

情 報 政 策 監  上 谷 一 巳        教  育  長  迫 田 隆 範 

教 育 次 長  甲 斐 和 彦        君 田 支 所 長  影 山 敬 二 

布 野 支 所 長  才 田 申 士        作 木 支 所 長  曲 田 憲 司 

吉 舎 支 所 長  伊 達 浩 史        三良坂支所長  落 合 裕 子 

三 和 支 所 長  細 美 寿 彦        甲 奴 支 所 長  杉 原 達 也 

監査事務局長         児 玉   隆 
併選挙管理委員会事務局長 

１番 伊 藤 芳 則    ２番 山 田 真一郎    ３番 増 田 誠 宏 

４番 徳 岡 真 紀    ５番 掛 田 勝 彦    ６番 中 原 秀 樹 

７番 月 橋 寿 文    ８番 重 信 好 範    ９番 山 村 惠美子 

10番 宍 戸   稔    11番 新 田 真 一    12番 藤 岡 一 弘 

13番 横 光 春 市    14番 鈴 木 深由希    15番 黒 木 靖 治 

16番 藤 井 憲一郎    17番 弓 掛   元    18番 保 実   治 

19番 大 森 俊 和    20番 竹 原 孝 剛    21番 齊 木   亨 

22番 杉 原 利 明    23番 新 家 良 和    24番 小 田 伸 次 
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５ 会議に付した事件は次のとおりである 

 

日程番号 議案番号 件                名 

第 １  

一 般 質 問 

 保 実   治 

 黒 木 靖 治 

 伊 藤 芳 則 

 小 田 伸 次 

第 ２  市立三次中央病院建替えに関する調査研究について 
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令和４年６月三次市議会定例会議事日程（第４号） 

 

（令和４年６月22日） 

 

日程番号 議案番号 件                名 

第 １  

一 般 質 問 

 保 実   治…………………………………………………………215 

 黒 木 靖 治…………………………………………………………229 

 伊 藤 芳 則…………………………………………………………243 

 小 田 伸 次…………………………………………………………253 

第 ２  市立三次中央病院建替えに関する調査研究について…………………267 
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          ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

            ――開議 午前 ９時３０分―― 

○議長（山村惠美子君） 皆さん、おはようございます。 

 傍聴者の皆様及び視聴者の皆様には、お越し、または御視聴いただき、誠にありがとうござ

います。 

 本日は一般質問の３日目等を行います。今定例会は、議事の関係上、会議の開始を９時30分

としています。 

 また、今定例会も新型コロナウイルス感染予防対策を行い、さらに、３密の状態を避けるこ

とから、傍聴席についても一部入場の制限をしています。御不便をおかけいたしますが、御協

力のほどお願いいたします。 

 ただいまの出席議員数は24人であります。 

 これより本日の会議を開きます。 

 本日の会議録署名者として、藤井議員及び弓掛議員を指名いたします。 

 この際、御報告いたします。本日の一般質問に当たり、保実議員から資料を画面表示したい

旨、事前に申出がありましたので、これを許可しております。なお、資料の内容については、

事前にタブレットにデータを掲載、傍聴の方には紙資料でお示ししています。以上で報告を終

わります。 

 また、暑いと思われる方は適宜上着をお取りください。 

          ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

日程第１ 一般質問 

○議長（山村惠美子君） 日程第１、これより一般質問を行います。 

 順次質問を許します。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） 皆さん、おはようございます。清友会の保実 治でございます。議長の

お許しを頂きましたので、一般質問をさせていただきます。 

 その前に、本日６月22日は第26回参議院選挙の公示日でございます。投票日は７月10日にな

っております。私は３月定例会の一般質問で、選挙管理委員会に対して、昨年の衆議院選挙を

踏まえての問題点を指摘しております。また、６月15日の新聞報道によりますと、広島県と岡

山県は投票率全国ワースト10の常連と報道されております。特に広島県は、国政選挙投票率、

直近10回中、都道府県別の順位が2016年の参議院選挙で45位となるなど、下位から10番目以内

に７回も入っております。ちなみに昨年の衆議院選挙は、広島県52.13％の投票率で、下から

４番目の44位だったということでございます。選挙管理委員会は、少ない職員で大変だと思い

ますが、少しでも投票率を上げてもらいたいと思います。 

 それでは、私の政治信条であります市民の暮らしが一番をモットーに、市民目線で質問、そ
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して政策提案をしていきたいと思います。 

 それでは、大きく災害時協力井戸への登録についてから質問をさせていただきます。中項目、

現状と今後の取組についてお伺いいたします。令和２年12月定例会において、災害時協力井戸

についての質問と提案をいたしました。その後、市としての取組が決まり、今年２月９日、５

月11日と２回の新聞報道により協力井戸としての登録が増えてきていると認識しておりますが、

まずは現在の災害時協力井戸の登録件数をお伺いいたします。 

 （危機管理監 山田大平君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 山田危機管理監。 

            〔危機管理監 山田大平君 登壇〕 

○危機管理監（山田大平君） 災害時協力井戸の登録につきましては、市のホームページや広報紙、

自主防災組織等を通じて広く募集をしていたところですが、新聞報道等がございまして認知が

高まりました。そういったこともございまして、申出が増加し、６月10日現在、17件の登録を

いただいております。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） 17件とお聞きしましたけど、私は５月の二十何日でしたか、そのときに

資料を頂きました。そのときは15件ですか、それから２件ほど伸びたというようなことですが、

近年では毎年のように全国各地で自然災害が起こり、甚大な被害が発生しております。本市に

おいても平成30年７月豪雨などが記憶に新しいところですが、そういった意味においても、災

害時協力井戸の登録数を増やしていくべきと考えますが、今後の市としての取組についてどの

ように考えておられるか、お伺いいたします。 

 （危機管理監 山田大平君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 山田危機管理監。 

            〔危機管理監 山田大平君 登壇〕 

○危機管理監（山田大平君） 市といたしましては、引き続きホームページ、公式ＳＮＳ等により

周知を図るとともに、自主防災組織代表者会議や消防団の会議、さらには危機管理課による出

前講座など、直接地域へ赴く機会を通じまして、本制度の周知と登録数の増加を図ってまいり

たいと考えております。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） 市として今後どのぐらいの数を持っていきたいというふうなことを考え

ておられるのか。県内では、三次市が４番目にこの制度をしたわけですけど、その中でも呉市

が平成30年頃からだったかな、始めておりますが、あこが97か所登録しています。三次市とし

ての目標とかいうものがあるんでしょうか。どうなんでしょうか。 
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 （危機管理監 山田大平君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 山田危機管理監。 

            〔危機管理監 山田大平君 登壇〕 

○危機管理監（山田大平君） 市としての目標の数というものは設定してございません。ただ、議

員からもありましたように、この制度は登録数を増やすべき取組をするということで取り組ん

でおるところでございます。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） 私が５月25日に頂いた資料によりますと、まだそのときは15件だったん

ですが、旧市内が13か所、旧町村が３か所しかない。旧市内の自治組織、自治連合会が地区内

に全くないところ、そうかといえば田幸のように２か所あるところ。そして田幸は自治連を中

心に、もう１か所糸井地区に欲しいと。そうすれば全体を３か所で網羅できるという、自治連

で独自に考えて動いておられます。そして旧町村を見ると、君田と三良坂しかないんです。三

良坂でも長田は２か所ありますけど、長田の一部に２か所あって、まだ地域は広いんですよね。

ですから、ちゃんと地図を見ながら、どこにやりたいという目標も立てながら、今言われた自

治連とか自主防災組織、そこらへお願いをするとかいうことはお考えではないでしょうか。も

う一度お伺いします。 

 （危機管理監 山田大平君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 山田危機管理監。 

            〔危機管理監 山田大平君 登壇〕 

○危機管理監（山田大平君） 現在、17の登録を頂いております。御指摘のとおり、旧町村の中で

は３か所という状況でございます。こういった状況も、先ほど申しましたような自主防災組織

の会議でございますとか消防団の会議、あるいは地元での出前講座の際などにもきちんとお知

らせしながら、この登録井戸の登録数の増加を図ってまいりたいというふうに考えております。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） 上水道の水道管でも老朽化しているエリアも増えて、災害のときに断水

するリスクが非常に増加しているのではないかと思うわけです。そして井戸は災害に強いとい

う学会での発表もあります。そして阪神・淡路大震災の後に、超党派の議員立法として平成７

年６月、法律第111号、地震防災対策特別措置法が成立をいたしまして、公布されて、防災施

設の見直し及び新規作成で井戸が防災施設に指定をされております。そういった意味において

も、災害協力井戸が災害のときに果たす役割はますます増加してくると私は考えておるわけで

すが、もう一度どういうふうにお考えかお聞きいたします。 

 （危機管理監 山田大平君、挙手して発言を求める） 
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○議長（山村惠美子君） 山田危機管理監。 

            〔危機管理監 山田大平君 登壇〕 

○危機管理監（山田大平君） 近年、全国各地におきまして、これまで経験したことがないような

豪雨が多発しており、大きな地震も含めまして、本市において大規模な断水もあり得るという

ことを前提とした災害への備えが必要と考えております。災害時協力井戸は、災害が発生し上

水道が断水した場合、水道局が実施する飲料水の応急給水等に加え、緊急的に飲用以外の生活

用水の不足を補う手段として有用な制度であると認識しております。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） ありがとうございます。重要なということまで言っていただきましたけ

ど、災害時協力井戸として協力したいとの思いを持った人もおるんだということは、私も行っ

たところでいろいろと皆さんから聞くわけですが、ただ、幾ら登録しようと思っても、手押し

ポンプの設置とか井戸の改修に費用がかかるんですよ。その費用負担があることから、登録が

増えないという要因も１つあるのではないかと思うんですよ。そこで提案ですが、地震防災対

策特措法の計画内容の中で、計画の中に井戸の設置を含めることとし、この井戸の設置を公共

事業の１つとして、国が都道府県や市町村に対して２分の１の補助をするとしております。本

市として補助制度を設けることを提案したいと思いますが、いかがでしょうか。また、呉市は

この補助金を市独自で出しております。いかがでしょうか。 

 （危機管理監 山田大平君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 山田危機管理監。 

            〔危機管理監 山田大平君 登壇〕 

○危機管理監（山田大平君） 災害時協力井戸でございますけれども、安全に止水でき、飲用以外

の生活用水としての利用が可能であって、現在使用し、今後も継続的に使用が可能な井戸を所

有者の御好意で登録いただいているものでございます。これは共助の精神に基づく制度として

登録を頂いておるということでございまして、現時点で新たな補助制度を創設することは考え

ておりません。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） 新たに考えていないということですが、19の自治組織がありますけど、

そこに３か所ずつするにしても57か所ぐらいは必要なんですよ。それは今言われたように、皆

さんの協力によってという意味は分かります。ですが、私はこれは１つの例として申し上げま

すけど、この制度が去年、令和２年12月に一般質問をする前に、田幸の自治連のほうから相談

があったんですよ。令和２年です。共同で使っていた井戸があるが、現在使っていない。災害

時協力井戸として整備をしたいと。手押しポンプの設置をしたい。市のほうへ整備の補助を電
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話で聞いたら、ないと言われたと。そこで私のところへ、どこか補助金がもらえるようなとこ

ろはないだろうかという相談がございました。そして県のほうへ問合せをいたしましたら、県

のほうは一般財団法人の広島県環境保健協会がそういうものを持っておるということで、それ

を田幸の自治連に御紹介しました。そして金額は10万円の補助を頂いて、手押しポンプをつけ、

災害井戸というような看板も立てて、ですから私が12月の一般質問をして、それからいっとき

経って市がやろうということになった。もうその時点では、田幸では三次市内で初の防災時井

戸が成立していたんですよ。ですからこの補助金を出してあげれば、今言いましたように呉市

のほうもやっているんですから、今から災害が多いというのは目に見えているんですから、も

う少し検討してみる必要があるのではないかと思うんですが、国のほうも調べてみるとか、い

かがでしょうか。 

 （危機管理監 山田大平君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 山田危機管理監。 

            〔危機管理監 山田大平君 登壇〕 

○危機管理監（山田大平君） 国の助成制度でございますけれども、例えばですけども、国土交通

省におきまして災害時の井戸の整備の助成をするという制度がございます。ただし、これには

条件がございまして、都市においてそういった帰宅困難者のための整備をするときに助成をす

るというような制度でございます。そういった制度でございますので、市において現状の災害

時協力井戸の制度に用いられるという制度ではございませんでした。市の助成につきましては、

先ほど御答弁申し上げましたとおり、やはり共助の精神を発揮していただくということで、引

き続き情報提供とかお願いを繰り返してまいりたいというふうに考えております。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） 共助の精神、それは当然必要なことです。今、国交省と言われましたけ

ど、国交省だけではなしに総務省を調べたことはありますか。総務省の消防関係のところを調

べてみてください。特にこの田幸地区では、平成30年の西日本豪雨の際に二十数戸が４日間に

わたって断水したんです。そういう経験があるから、田幸地区の人は自治連を中心にこういう

ことを考えたということで、そしてそのときは和知町から西酒屋、田幸も含めて、市内で660

戸ぐらいが断水になって、最大７日間の断水があったということですので、もう少し管理監が

本気になって調査して調べて検討してみてください。もう一度お願いします。 

 （危機管理監 山田大平君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 山田危機管理監。 

            〔危機管理監 山田大平君 登壇〕 

○危機管理監（山田大平君） 国土交通省以外の助成制度でございますけれども、直接、飲料の、

あるいは生活の用水ということでの補助制度というのは現在確認できておりません。地震防災

対策特別措置法に基づいて、県が第６次地震防災緊急事業５箇年計画というものをつくってお
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ります。その中で、水・自家発電装置等の整備をするというふうに書かれておりますけども、

これも内容的には災害時の拠点病院でございますとか、そういったものに対して給水の貯水槽

を整備する、そういった内容になっております。ただ一方で、先ほども申しましたように、大

きな災害があったときに長期間にわたって、あるいは広い範囲で断水するというようなことに

対しては、市としてもきちんと備えておく必要があると思っております。その場合、現在、市

では地域防災計画におきまして給水計画というのを定めております。この給水計画によります

と、まずは浄水場、配水池、消火栓等の拠点給水を行うこととなります。さらに給水車を断水

している地域に派遣して、応急給水も実施されております。これは飲料水を含めた、当然飲料

水が中心になります。さらに他県、あるいは他の市からの応援を得て、あるいは自衛隊も含め

て、そういった給水車の拠点を増やしていくという形になってまいります。そういった対応に

加えて、井戸の緊急時の活用を行っていくということになります。そういったことになります

ので、ほかの幅広い様々な対応と併せて、この災害時協力井戸を活用していくことになります。

もちろんこの災害時協力井戸が増えれば、そういった補える部分が広がりますので、市といた

しましてもこの登録が増えるよう取り組んでまいりたいと思います。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） 時間の関係で、この問題はこの辺で終わりますけど、後でまた済んでか

ら私が持っている資料を持っていきます。 

 次に、大きく２番目の携帯電話不感地域の解消についてお伺いいたします。５月24日に神杉

地区自治連合会から、神杉18区、泉水地区ですが、そして22区、二本松地区の携帯電話不感状

態の解消を早期に実現していただきたいとの要望書が提出されております。３月議会の一般質

問で、現在議長の山村議員が甲奴町の不感地域について質問した際には、携帯電話１社でも使

えれば不感状態とは言わない。電波が入る携帯電話に乗り換える検討もなどの答弁だったと思

いますが、このたび要望のあった地区は１社も入らない、または入っても電波が弱い、微弱の

状態であると。このような状態で要望書が提出されておりますが、市として今後どのように対

応していくのか、まずはお伺いいたします。 

 （情報政策監 上谷一巳君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 上谷情報政策監。 

            〔情報政策監 上谷一巳君 登壇〕 

○情報政策監（上谷一巳君） 携帯電話等エリア整備事業は、３月定例会で答弁しましたとおり、

現行の制度では携帯電話が一社も入らない地域を不感地域と定義し、不感地域の解消のための

事業を補助対象としております。ただし、補助事業の採択には通信事業者の参画が大前提とな

ります。これまで特定の通信事業者において電波が微弱で通信状況が悪いエリアで、地域の団

体や居住者の方から改善要望があった場合は、市職員により詳細な聞き取りや現地調査を行い、

電波エリアの改善要望を文書で行ってきました。先月５月24日に、先ほど御紹介のありました
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不感解消要望を頂いた地域につきましては、昨年７月に２事業者に対して改善要望を行ったと

ころですけども、本年３月、２事業者とも改善困難との回答があったところですが、本件の要

望と昨年度頂いた甲奴小学校周辺の要望２件につきましては、引き続き、通信状況の悪い通信

事業者に対しては直接訪問するなど、改めて改善要望を行うとともに、今後の計画などを伺う

べく、現在、通信事業者と調整を行っているところです。一方、携帯電話事業は民間サービス

事業であり、あくまで運営主体は通信事業者となりますので、最終的には通信事業者の判断に

委ねることとなりますけども、少しでも電波状況の改善を前に進めるよう考えています。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） やっぱり市民の安心・安全ということも頭に入れて考えていかなくては

いけないのではないかと思います。令和２年度から総務省の携帯電話の補助メニューが創設さ

れております。令和４年度、今年の予算における携帯電話エリア整備事業、基地局施設整備事

業において、事業内容として非居住エリアの圏外解消のため、携帯電話等の基地局施設を設置

する場合の整備費を補助すると。実施主体は、市町村または都道府県となっております。補助

率については、１社参画の場合は国が２分の１、都道府県が５分の１、市町村が10分の３、そ

して複数の会社が参画する場合には、国が３分の２、都道府県が15分の２、市町村が５分の１

と。また、地方自治体法に基づき一部は携帯電話業者に負担を求めることができると、こうい

うふうになっているわけです。 

 モニターをお願いします。モニターが出ておりますが、道路エリアにおいては、原則１日当

たり平均通過自動車数が５万台以上、１万台未満の道路、例外として５台未満も補助対象とな

り得ると。この神杉地区の18区、22区はこれに該当するのではないかと。そして農林作業場、

事業所、非居住エリアであるものの、人の往来があり、安心・安全の確保の観点から、不感対

策が必要と認められるエリアとなっておるのがこの図で紹介してあるわけですが、このような

補助メニューを積極的に活用し、整備を進めるというお考えはないでしょうか。 

 （情報政策監 上谷一巳君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 上谷情報政策監。 

            〔情報政策監 上谷一巳君 登壇〕 

○情報政策監（上谷一巳君） 議員御紹介の補助事業につきましては、補助率等、先ほど御紹介が

あったとおりでございます。ただ、令和元年度までは居住地のみのエリアも補助対象とされて

いましたけども、令和２年度に補助事業の見直しがありまして、道路や登山道、自然公園、農

作業助など非居住地のみが補助対象事業となり、居住地のみのエリアは補助対象外となったと

ころです。補助要件はこれまでと同様に、通信事業者１社の電波も入らない不感地域となりま

す。市域の広い本市ではこうした箇所が多くあり、全域で事業を実施することは困難であるた

め、改善の必要性や地域要望などを鑑みて活用を検討することとしておりますが、昨今では通

信事業者によるマーケティング戦略による独自設置が増えている状況であります。なお、補助



 

－222－ 

事業申請の前に、補助事業を使う、使わないでなくて、それを申請する前のヒアリングにおい

て、通信事業者の参画合意、これが前提となります。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） 先ほど言いましたように、ここに神杉から出ました要望書があります。

この要望の理由のところを読みますと、市長は見ておられると思いますけど、救急車が来て、

救急車を呼んだときに、救急隊員がどこの病院へ連れていくかということで病院に連絡を携帯

ですると。それがこの間通じなかったんです。それで、消防署員が、救急隊員があっちこっち

高いところに上がったり、いごいごして動いて、かなり時間を取ってやっと通じて病院と連絡

を取れたと。そして取れたから、どこどこ病院に行きますからということを患者の家のほうへ

連絡したところ、通じない。そんなような緊急のときの携帯電話が通じないというのは、これ

は市民の安心・安全という面からいうと非常に厳しい、何とかしなくてはいけない。いつも市

長は、三次市民の安心・安全と言っておられます。それから防災の面からしても、携帯が通じ

ないときは大変問題になってくると思うんです。そしてこの18区の上が道路をちょっと行きま

すと市のクリーンセンターがあります。クリーンセンターは週末になると、かなりの一般のご

みを積んだ市民の皆さんがずらっと並んでいるんですよ。そこから電話をしても、家にも通じ

ない。家の人はどうしたんだ、ひどう帰ってこんが、事故でもしたんかというような気持ちで

電話しても通じないと、そういう地域なんです。ぜひともこれは市長が中心になって先頭に立

って、市民のために、安心・安全のために動いていただきたいと思いますが、何かありました

らお願いします。 

 （情報政策監 上谷一巳君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 上谷情報政策監。 

            〔情報政策監 上谷一巳君 登壇〕 

○情報政策監（上谷一巳君） 先ほど様々な事案をもってのお話がございました。１点要望を頂い

たときに、先ほど議員から御紹介があったように救急車の対応ということがございましたので、

備北地区の消防組合のほうへ、その事案について確認をさせていただきましたけども、組合に

おかれましては、その状況の掌握はされていないというふうに伺いました。救急車両では無線

を利用されたり消防本部との通信はできているということでありますけども、先ほど御紹介が

あったように、搬送先病院の確認時に携帯電話を使用するということであります。このとき現

場が圏外であれば、救急要請が固定電話であればそれを使用されます。携帯電話を使用する場

合は、救急車両を圏内に移動し連絡する。近くに圏内がない場合は、無線により消防本部経由

で連絡するなどの対応を取っていると、こういう御回答を頂いております。先ほど来お話しし

ておりますけども、不感地域であれば補助事業の対象ということで申請準備ができるわけです

けども、実際に不感地域という定義から外れています。というのが、今４つの携帯事業者がご

ざいますけども、その機種はいろいろありますね。ドコモ、ａｕ、様々あるわけですけども、
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例えばその中でも、たまたま入らない携帯とか、こういったものもあるわけで、補助事業とい

うよりも、これも去年の７月に既に申請をさせていただいております。それは今、議員から御

紹介があったような案件、当然それに対応させていただいているわけですけども、このたびは

解消困難という御回答がありました。先ほども答弁させていただきましたけども、個別に通信

状況の悪い通信事業者に対しては直接伺うなどして再度要望していきたいと、こういうふうに

考えております。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） 再度要望ということでしたが、本当に安心・安全から防災のことから考

えますと、携帯は今通じない地区は非常に不安なんですよね。今、固定電話よりは携帯のほう

がほとんどですから、その辺のこともよく御理解いただいて何らかの形で対処していただきた

い、そういうことをお願いしておきます。 

 次に、大きく３番目のコロナ影響下の子供たちの現状についてをお伺いいたします。中項目

１、本市の小・中学校の現状はどうなのかということで、新型コロナウイルス影響下で子供の

精神面への影響が心配される今日でございます。国立成育医療研究センターが３月に発表した、

コロナ禍が子供の精神面に与える影響調査によると、全国の小学生の９％、中学生の13％に中

等度以上の鬱の状況が見られ、小学校高学年の25％、中学生の35％が鬱状態になっても誰にも

相談しないと回答しております。この調査は、全国の小学校５年生から中学校３年生を対象と

して約2,400人から回答を得たものですが、本市では子供たちが不登校になったり鬱状態の事

例があるのかお伺いいたします。 

 （教育長 迫田隆範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 迫田教育長。 

            〔教育長 迫田隆範君 登壇〕 

○教育長（迫田隆範君） コロナ禍の中で学びを継続するということで学校も努力をしております

けれども、児童生徒が安全・安心に学校生活をまず過ごすということができるように、本市に

おいては校長の現場の状況もしっかり参考にしながら、ポイントを絞ってガイドラインという

ものを独自に作成して、全校に周知をいたしております。現在は大きな混乱はなく、学校運営

を行っていくことができております。行事などの実施については、いまだに制限がある状況と

いうのは一定程度続いておりますので、各学校においては子供同士でコミュニケーションが図

れたりする工夫というふうなものは行っております。いろいろ学校行事の再開ということの中

で、運動会でありますとか、あるいは校外の学習というふうなことも少しずつできる範囲で再

開をする中で、子供たちの笑顔も増えてきているというふうに実感をしております。そういう

中で、一方でコロナ対応に係る自宅待機などというふうなものがきっかけになって、生活リズ

ムの崩れが見られる、そういう児童生徒、あるいは不登校傾向の児童生徒というふうなものも

実際おります。不登校児童生徒、いわゆる病気や経済的な理由によらないもので年間30日以上
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というのが不登校児童生徒ということになりますけれども、この生徒については令和２年度は

69名でございましたが、令和３年度には99名に増加をしております。こういったところはしっ

かり捉えて、この取組をするということのために、現在この取組を一人一人の状況を細やかに

把握し、個々の状況に応じて必要な支援というものを各学校で丁寧に行うということに努めて

おります。なお、新型コロナウイルスが要因によるひきこもり、鬱状況というふうなものにつ

いては、特にこちらのほうで把握はしておりません。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） 今、コロナに特化したことの質問をしよったわけですが、それまでに教

育長のほうから不登校の生徒のことを言われましたけど、そのことで聞いてみますけど、令和

３年、99名、これにはコロナによって学校に来ていない子は人数に入っていないんですよね。 

 （教育長 迫田隆範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 迫田教育長。 

            〔教育長 迫田隆範君 登壇〕 

○教育長（迫田隆範君） 理由というのは様々ございますけれども、基本的に例えば濃厚接触だっ

たり、あるいは感染不安ということで、やはり今の状況であれば学校へ行くというのが心配だ

ということがあれば、それは欠席ということにはしませんので、そういう部分にのみ理由とし

て欠席というふうな扱いにはしておりません。したがって、例えば行きたくてもなかなか行き

にくいというふうなところの理由の中での欠席というふうなものが不登校ということでござい

ます。 

○１８番（保実 治君） ということはまだ増える、実際には数とすれば多いということですね。 

○教育長（迫田隆範君） 引き続いてお答えしますけれども、実際にいわゆる不登校児童生徒とい

うのは、先ほど申し上げましたように病気や経済的理由によらないものというふうなことです

けれども、例えば様々な理由で、いわゆる病気とかいうふうなことも含めた長期欠席というふ

うなものを含めれば、これ以外にもまだ数はいるということはございます。しかし、コロナと

いうふうなことに関わって、直接的にいわゆる不登校ということにつながっているというより

も、そういった自宅で過ごすというような期間が少し長くなったりとかというようなところで、

例えば生活のリズムが少し崩れるといったようなところから、学校に行く時間にうまく起きて、

しっかりした時間で登校するというふうなことがなかなか出来にくくなるという実態があると

いうふうなところでございます。 

○議長（山村惠美子君） 保実議員、質問の許可を得て質問してください。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） ですから、コロナ関係の濃厚接触者とか本人がなったとかいうのは欠席
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扱いにならないということで、不登校はコロナ以外の関係で１年間で30日以上の子が不登校に

なるということになると、実際に学校に登校する子供たちはまだまだ多く欠席する子供が増え

てくるのではないかと私は思うわけです。そうした場合、コロナ禍の影響もあり、それから今

度、今の不登校の子供たちも併せてですが、学力の低下が非常に心配なんですよ。そういうよ

うな対応はどういうふうにされておるのか。保護者も困っておられる方があるのではないかと

は思うんですよ。その辺はいかがでしょうか。 

 （教育長 迫田隆範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 迫田教育長。 

            〔教育長 迫田隆範君 登壇〕 

○教育長（迫田隆範君） 私どももしっかりした学びの継続ということは、安心して一方で休める

環境をつくりながらも、きちんと学びを継続させるということが大変大事だというふうに考え

ておりまして、現在、例えば自宅にいながらでも学びができる環境というふうなことのために、

今タブレットをそれぞれ１人１台、小学校の１年生から中学校３年生まで端末を貸与しており

ますけれども、そういうところを活用しながら、例えば家にいても、タブレットを持ち帰らせ

て、授業の様子を配信して、授業に一緒に参加できるというふうな形にするということであり

ますとか、あるいは生活状況がやはり家におると心配だということもありますので、例えば朝

の会とかいうふうなときに一緒にそこで顔を見て参加をし、担任やあるいは担当の教員が様子

も把握をしていくと。そういったところで安心して休める、一方で安心して学べる、そういっ

た環境づくりというふうなものを、取組を、昨年度しっかりやっていこうということで各学校

も努力をしておりまして、そういう取組は一定程度しっかりできるような環境になってはきて

いるというふうに思います。さらにそれぞれ個別に、タブレットの中にタブレットで学習がで

きるドリルも利用できるようにしておりますので、自分で学べるというふうなことも時間を取

ってできるようには環境設定をしておりますので、そういったところもしっかり活用するよう

にといったところを指導しているところでございます。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） 国立成育医療研究センターによると、コロナ関係で子供の不調はまずは

何ぼかありますが、眠れない、朝起きれない、学校に行きたがらない、いらいらしている、体

の調子が優れない、集中できないといったことが表れるということは言われておりますが、そ

うした中、今言いましたように、どうしたらいいか分からない保護者も多くおられると。そう

いうときに保護者や子供がアクセスしやすい相談先、もしくはスクールカウンセラーや心の問

題を相談できる人がいるのかいないのか、お伺いいたします。 

 （教育長 迫田隆範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 迫田教育長。 

            〔教育長 迫田隆範君 登壇〕 
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○教育長（迫田隆範君） まずは各学校のほうがしっかりそれぞれ一人一人の子供たちの様子を丁

寧に見ると。そして気になることがあれば声をかけるというふうなことを日常的にやるわけで

すけれども、子供たちにとっても相談できやすい、しやすいというふうなことのために、例え

ば保健室、そういったところでしっかり様子も聞き取って、気になる状況があれば保護者へつ

なぐ。あるいはスクールカウンセラーもそれぞれの学校に定期的に行っておりますので、そう

いった部分で気になる状況があれば、保護者と一緒に相談に応じてこのカウンセリングにつな

ぐ。あるいは教育委員会のほうでも、こども応援センター、そして適応指導教室、これをいわ

ゆる教育支援ルームというふうな形で様々に教育支援を行える場ということにしておりますの

で、今年度からそういったところにしっかり組織的に関わっていく。積極的に学校のほうから

相談があれば、その子供についていろいろ一緒に相談に応じ、ときには保護者とも直接関わっ

て、いろんな子供たちにとっての心配な声を聞いていくと。そして、そういう中で必要であれ

ば子供とも直接やり取りをしながら、心の声、あるいは心配なこと、そういったところを丁寧

に対応していくということに努めているところでございます。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） コロナ等の影響で不登校の児童生徒の支援策を検討する文科省の有識者

会議が、５月23日に新型コロナウイルス感染拡大などを背景にする不登校が増えておると。こ

のことに対応するために、授業時間削減や少人数指導などの可能な不登校特例校の設置の推進

を柱とした提言を大筋で文科省も了承しておるということが出ておりました。本市ではそうい

うふうな関係のことはあるのかないのか。その対応の文科省が受けた分、改めて不登校特例校、

これはコロナをメインにした分ですよ、そういうのがあるのかどうかお伺いします。 

 （教育長 迫田隆範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 迫田教育長。 

            〔教育長 迫田隆範君 登壇〕 

○教育長（迫田隆範君） 今御紹介いただきました不登校特例校というのは、いわゆる不登校の児

童生徒などを対象として、特別の教育課程を編成して教育を実施できるという学校でございま

す。これについては今年４月現在で全国21校設置がされているということは承知をいたしてお

ります。これについても、いわゆるコロナということに限定するということではなくて、様々

な理由、いろんな要因からなかなか学校で学びにくいという子供たちに対して、その対象をそ

ういったところに特化していく学校ということでございます。本市においては、まずは一人一

人の状況に応じた学びの場、あるいは安心できる居場所というものを確保する取組というもの

を丁寧に行っていくということに努めているところでございます。したがって、例えば先ほど

申し上げましたように、教育委員会としても応援センター、あるいは教育支援ルーム、スクー

ルカウンセラー、そういったところも一体的な組織的な動きをつくっていく中で、学校でなか

なか学びにくい、子供たちの学ぶ機会というふうなものを保障していくために、いわゆる適応
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指導教室、教育支援ルームというふうなところを紹介する。あるいは積極的に、先ほど言った

ように応援センターの相談員が相談に応じて、そしてその学校でも教室に入れなければ、別の

場所で少し勉強する、あるいは話をしていくというところから始めてみようというふうなこと

で、違う場所に部屋を設けて可能な範囲で教員が対応していく、そういう中で学ぶ。あるいは

広島県の教育委員会のほうが、今年度からＳＣＨＯＯＬ“Ｓ”（スクールエス）といった設置

で、いわゆるオンライン形式でも来室形式でも学べる、そういったＳＣＨＯＯＬ“Ｓ”（スク

ールエス）というのを東広島の教育センターのほうに設置していただいております。そういっ

たところで、いわゆる遠くても学ぶというふうなことができる環境、そういったものをいろい

ろ紹介や、あるいは一人一人のニーズに応じて活用していくということの中で、できるだけ一

人一人がしっかり居場所や学ぶ場所ができるというふうなところを丁寧に取り組むというとこ

ろへ努めているところでございます。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） 教育長、ありがとうございます。子供たちは国の宝なんです。ぜひとも

将来ある子供たち、何とか救える子は救って、伸びる子は伸ばしてというふうな状況で頑張っ

ていただきたい、そんな思いでございます。 

 次に、森林環境譲与税の配分の見直しを求める活動はということで質問をさせていただきま

す。これは３月定例会において、森林環境譲与税の配分方法の見直しを国等の関係機関に要望

していくべきだと私は提案をしたわけですが、そのときの市長の答弁は、課題意識を持ち、県、

ほかの市町の動向を見ながら判断とのことであったと思います。その後、要望についての働き

かけがあったのかどうだったのか、状況をお伺いいたします。 

 （市長 福岡誠志君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 福岡市長。 

            〔市長 福岡誠志君 登壇〕 

○市長（福岡誠志君） 森林環境譲与税の配分基準の見直しについてですけれども、現在、広島県

及び県内他市町においては見直しを求めるといった動きは今のところはありません。３月定例

会でもお答えしたとおり、令和６年度から森林環境税が１人当たり年間1,000円の個人住民税

均等割が課税され、その配分基準というのは、民有の人工林面積が５割、人口割が３割、林業

就業者割が２割となっております。森林面積が多い本市にとりまして、この譲与税の配分につ

いては課題があるというふうに認識をしているのは現在も変わっておりません。森林面積が多

い市町村に配分を多くする算出基準とした場合は、森林面積が少ない大規模自治体にとっては、

納税額に対して配分額が少なくなることや、納税者の納税に対する理解が得られにくいなどの

課題もあるところでございます。引き続き問題意識を持ちながら、県内だけではなく県内市町

の動向も引き続き注視しながら、要望、あるいは議論を行っていきたいというふうに考えてお

ります。 
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 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） ３月の質問のときと答弁がほとんど変わらないと思うんですが、森林環

境譲与税の配分の見直しというのは、森林環境譲与税の原資は森林環境税で、現在は地方公共

団体金融機構の準備金を基に、2019年度から国が地方自治体にも配っているという状況であり

ます。そして譲与税の原資となる森林環境税は、2024年から今市長が言われましたように１人

当たり年間1,000円で住民税に上乗せをして徴収すると。これは年間で言いますと600億円に上

る貴重な財源になるわけです。そして、そもそも地球温暖化や防災で大きな役割を担う森林保

全の財源として、お金を全国の市町村と都道府県に配る仕組みです。今の分配基準では、さっ

き言われた人口に応じた分が３割で、人口が多く森林が少ない都市部に配分が多いという。で

すから、横浜市なんかが全国で１番なんですよね。そこなんかは2019年、2020年はほとんど使

ってない、基金に積み上げておると。全国へ配分したお金は、50％以上が基金に積み立てあげ

られて活用していないのが現状なんですよ。 

 結局これはそもそも論なんですよね。何のためにこの制度を創設したのかということであっ

て、ぜひとも見直しを関係機関に要望してもらいたいというのが私の思いなんです。三次のよ

うに山が多い、森林がある、今こうしてどんどん災害も起きています。山の整備が必要なんで

すよ。ですからそもそも論で言うと、そもそも森林環境譲与税は、山村の活性化や森林の適正

な整備、保全を目的に創設されたものなんです。ですから、森林整備をすることによって災害

も防げる。今伐採をして、そのままにして植林もしていない山があるから、災害のときに土砂

崩れで市道が塞がれたとかいう問題もあちこちで起きているではないですか。三次市は大きい

のは5,000万ぐらいでしょうけど、まだ増やしてもらって山の整備をすることによって、一番

問題になっている鳥獣対策、これにも関与してくるわけですよ。農家も困っているんです。そ

ういうこともあるので、私はそれを今申し上げたわけですが、ぜひともやってもらいたいと。

いかがでしょうか。 

 （市長 福岡誠志君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 福岡市長。 

            〔市長 福岡誠志君 登壇〕 

○市長（福岡誠志君） 先ほど言われたように、森林環境税が2024年度から始まる、その準備とし

て森林環境税というのが今配分されておりますけれども、今、保実議員が言われたように、こ

の課題については引き続き議論していく余地があるというふうに思います。現在、政府自民党

のプロジェクトチームにおきましても、そういった問題というのが課題提起をされておりまし

て、やはり税の公平性というのが大前提にあるわけですけれども、そこら辺をしっかりと我々

としても軸を置きながら、よりいい改善点がないかということを見いだしていきたいというふ

うに考えておりますし、やっぱりこの森林をこれから使うというのはこの三次にとっても重要

なことであります。森林の地産地消、そういう地域のものは地域で循環をさせるという仕組み
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をつくることが、防災であるとか、先ほど御指摘のあった様々なことに影響してまいるという

ふうに共通した認識は持っておりますので、引き続き協議、議論を重ねていきたいというふう

に思っております。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） 市長、ありがとうございます。今、市長も言われましたように、自民党

の中からも、これはおかしいのではないか、見直しをせないけんのではないかという議論が実

際起きているんですよ。まだまだ表には出ておりませんが、地方の首長たちもこれはおかしい

と。今言いましたような、これはそもそも何のための法律なんだと。国民から1,000円を集め

るのかという、そもそも論ですけど、そういう話も地方からも出ております。私とすれば、三

次の若い福岡市長が県内でも中心になって、市長会でこういう声を上げていただきたい、そん

な思いで質問をさせていただきました。これはお願いになるんですが、本当に頑張ってやって

いただきたいと思います。 

 以上で私の一般質問を終わらせていただきたいと思います。御清聴ありがとうございました。 

○議長（山村惠美子君） この際、議場内の換気作業のため休憩いたします。再開は10時40分とし

ます。 

          ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

            ――休憩 午前１０時３０分―― 

            ――再開 午前１０時４０分―― 

          ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

○議長（山村惠美子君） 休憩前に引き続き一般質問を行います。 

 順次質問を許します。 

 （15番 黒木靖治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 黒木議員。 

            〔15番 黒木靖治君 登壇〕 

○１５番（黒木靖治君） 皆さん、おはようございます。会派公明党の黒木靖治でございます。議

長のお許しを頂きましたので、通告に従って一般質問をさせていただきたいと思います。今回

は４項目について一般質問をさせていただきますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、まず最初に、大項目１の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の活

用についてお伺いいたします。総合緊急対策は、令和４年４月26日に原油価格、物価高騰等に

関する閣僚会議において、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を拡充し、コロ

ナ禍における原油価格、物価高騰対応分が創設されました。通知が４月28日付で各自治体に来

ていると思います。これにより地方自治体が実施する生活に困窮する方々の生活支援や学校給

食等の負担軽減など、子育て世帯の支援、また農林水産業者や運輸交通分野を始めとする中小

企業者の支援といった取組をしっかりと後押しすることが総合緊急対策に明記されていて、コ
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ロナ禍において原油価格、物価高騰に直面する生活者や事業者に対して、自治体が実施する事

業に幅広く活用することが可能という交付金でございます。各自治体の判断により、地域実情

に応じて必要な取組ができるようになっております。今回の６月の議会において一般会計補正

予算が計上されておりまして、７つの項目の事業が予定されているようでございます。それと

バッティングしないような質問をさせていただきますので、よろしくお願いいたします。 

 まず中項目、生活者支援に関する事業についてお伺いいたします。小項目ア、生活に困窮す

る方への支援についてお伺いいたします。住民税非課税世帯に対する臨時特別給付金の給付額

の上乗せの考えはないのか、お伺いいたします。これは非課税世帯が、新型コロナウイルス感

染症の影響を受け、家計が急変し、住民税非課税世帯と同様の実情があると認められる世帯、

家計急変世帯を対象に１世帯当たり10万円の給付がされております。これに上乗せができない

かお伺いいたします。 

 （福祉保健部長 立花周治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 立花福祉保健部長。 

            〔福祉保健部長 立花周治君 登壇〕 

○福祉保健部長（立花周治君） 生活者支援についてでございます。住民税非課税世帯等に対する

臨時特別給付金につきましては、令和４年３月から申請を受け付け、支給を行っているところ

でございます。支給の対象となっている令和３年度住民税非課税世帯は約5,600世帯あり、現

在、約94％の世帯へ支給が完了しております。また、令和４年度から新たに非課税世帯となっ

た世帯に対する支給も行うこととなり、今後、該当世帯を把握し、申請の案内を送るよう準備

を進めているところでございます。新型コロナウイルスの影響による家計急変世帯等に対しま

しては、令和４年度の支給事業に該当するものと考えております。 

 なお、今回の地方創生臨時交付金を活用した支援といたしまして、子育て世帯生活支援特別

給付金事業として、令和４年度分の住民税均等割非課税の低所得世帯を対象に、その世帯で扶

養している大学生等、１人当たり５万円の給付による支援を新たに考えており、今議会におい

て補正予算を計上しているところでございます。議員がおっしゃられた臨時特別給付金に上乗

せした給付でございますが、そちらにおきましては考えておりません。 

 以上でございます。 

 （15番 黒木靖治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 黒木議員。 

            〔15番 黒木靖治君 登壇〕 

○１５番（黒木靖治君） 考えてないということでございますが、この経済状況の中でどのように

状況が変化するか分かりませんので、その状況に変化する状態によっては支給が必要になる場

合があると思いますので、その点は市としても十分考慮していただきたいとお願いいたしまし

て、次の小項目イの学校給食費等への負担軽減についてお伺いいたします。 

 これは今回の一般質問で、同僚の議員も学校給食費等への助成について質問されております

が、４月５日に文部科学省より事務連絡が発出されています。新型コロナウイルス感染症の長
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期化、そして２月末以降のウクライナ危機により原材料価格が値上がりしています。４月には

政府が輸入小麦の売渡価格を17.3％値上げしたところもあり、今後、食材の値上がりが一層懸

念されます。御存じのように、４月でこのような状態で、この間、一般質問に対して甲斐次長

の答弁にもありましたように、今は食用油等が高騰してきている現状がございます。保護者の

負担を増やすことなく給食が実施できるようにしていただきたいと考えますが、どのように考

えておられるのかお伺いいたします。 

 （教育次長 甲斐和彦君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 甲斐教育次長。 

            〔教育次長 甲斐和彦君 登壇〕 

○教育次長（甲斐和彦君） 各共同調理場には、保護者や学校関係者で構成をします調理場の運営

委員会がありまして、献立や給食費についてはこの委員会で協議、検討をして決定しておると

ころでございます。現在、先ほどありましたように食用油や生野菜の価格が上昇しております

けれども、各調理場では児童生徒が必要な栄養を摂取できるよう、献立や使用食材、調理方法

等を工夫して給食の提供を行っている状況であります。今後は、食材費の動向を注視しますと

ともに、各調理場の状況を聞きながら、必要に応じて地方創生臨時交付金の活用も視野に入れ

て柔軟に対応していきたいというふうに考えております。 

 （15番 黒木靖治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 黒木議員。 

            〔15番 黒木靖治君 登壇〕 

○１５番（黒木靖治君） 柔軟に対応していきたいと言われました。パンなんかが、小麦の価格が

高騰するのは10月以降と言われております。今までは物価高騰による価格が上がっただけで、

今度はロシアのウクライナに侵略した影響が出るのは10月以降と言われておりますので、その

動向を注視していただいて、保護者に負担のないよう対応をしていただきたいとお願いしまし

て、次の小項目ウの子育て世帯の支援についてお伺いいたします。 

 子育て世帯臨時特別給付金支給で所得制限960万円という所得制限があり、それ以上の所得

の人には給付金の10万円が給付されないと、対象外の人は不公平感が強いと言われております。

この給付対象から漏れた人をこの交付金によって支給ができないか。国会においては、私の党

の公明党が所得制限なしで議論をしたんですが、自民党に納得してもらえずに所得制限になっ

たという。そういうことをしてなかったら、こういう問題、不公平感はなかったと思うんです

けど、市としての交付金の考えはないかお伺いいたします。 

 （子育て支援部長 松長真由美君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 松長子育て支援部長。 

            〔子育て支援部長 松長真由美君 登壇〕 

○子育て支援部長（松長真由美君） 昨年度実施しました子育て世帯臨時特別給付金は、新型コロ

ナウイルス感染症が長期化し、その影響が子育て世帯にも及ぶ中、児童を養育している者の所

得が、児童手当本則給付の所得制限限度額を超える世帯を除いて、高校３年生までの子供１人
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当たり10万円を子育て世帯に給付したものでございます。これは子育て支援と経済対策を兼ね

た給付ということでございました。自治体によっては、新型コロナウイルス感染症対応地方創

生臨時交付金を活用して所得制限を撤廃し、対象者を拡大したところもございましたけれども、

本市は国の制度どおりに給付を行ったところでございます。令和２年度以降、新型コロナウイ

ルス感染症対策として、子育て世帯へ国の特別給付金が複数回支給されておりますけれども、

いずれも低所得世帯等を対象に生活支援を目的に支給されております。本市としまして、長引

く新型コロナウイルス感染症の影響を受けている低所得世帯への生活支援というのは重要と考

えており、そのための制度拡大の検討は行いますけれども、昨年度実施の子育て世帯臨時特別

給付金の対象外の方への追加給付等支援については考えておりません。 

 （15番 黒木靖治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 黒木議員。 

            〔15番 黒木靖治君 登壇〕 

○１５番（黒木靖治君） 考えてないということですが、例えば年収800万円の人が１世帯２人お

られて1,600万円です。この方には10万円ずつ下ります。１人で1,000万円は、960万円を超え

ておりますので10万円の給付はございません。そういうことを考えると、低所得者とかいう問

題でなく、税の納税とかを考えると不公平感がすごく強いと考えます。今は無理かもわかりま

せんが、ぜひとも検討を今後していただきたいと思いまして、次の中項目２の事業者支援に関

わる事業についてお伺いいたします。 

 農業者などへの支援について、大規模の果樹農家などでは、ハウス内の温度を上げるために

Ａ重油を利用して栽培をされております。原油高騰により軽油経費が増加している中で、燃料

代を支援できないか。また、水稲、野菜などを使用する生産資材や肥料価格も高騰していて、

高騰分をほとんど販売価格に転嫁できず、厳しい経営をされている農家の方もいらっしゃいま

す。生産者の努力だけで乗り越えることは困難な状況です。生産資材や肥料代の支援ができな

いかお伺いします。特に高度化成肥料ですが、春肥に比べて55％、また去年の秋肥に比べると

物によっては90％を超えた品目もございます。高度化学肥料は、窒素、リン酸、カリウムを合

計した成分含有率が30％以上の肥料を言っています。その価格について支援ができないかお伺

いいたします。 

 （産業振興部長（兼）農業委員会事務局長 中廣 晋君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中廣部長。 

            〔産業振興部長（兼）農業委員会事務局長 中廣 晋君 登壇〕 

○産業振興部長（兼）農業委員会事務局長（中廣 晋君） 燃油の高騰については、国の事業であ

ります燃油価格の高騰時に補塡金を支払う施設園芸セーフティネット構築事業はございます。

本市では１件の生産組合が活用されており、現在、他の生産組合へもこの制度の活用の周知を

行っているところであり、市独自の支援策は考えておりません。また、新型コロナウイルス感

染症の影響等による原油価格、生産資材や肥料の高騰に対する支援といたしましては、本年３

月議会で補正予算を御可決いただきました新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
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を活用し、生産費を支援する水田生産継続支援事業を実施してまいります。 

 また、肥料については、先ほど議員が言われましたように今後さらに高騰が続くということ

が懸念をされております。国においても昨日、物価高騰の対応策について協議する物価・賃

金・生活総合対策本部が開かれ、肥料高騰に対する新しい支援制度の創設というのも表明をさ

れております。今後、国のこうした肥料高騰に対する動向を注視するとともに、ＪＡなどの関

係機関の意見も踏まえ、対応を検討していきたいというふうに考えております。 

 （15番 黒木靖治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 黒木議員。 

            〔15番 黒木靖治君 登壇〕 

○１５番（黒木靖治君） 今後、厳しい状況になるのが目に見えているような状況の中で、先ほど

言いましたように、政府も肥料等の農家に対する補助制度を発表しておりますので、農家の人

にそういう制度を周知していただいて、農家の人の経営が少しでもよくなるように努力してい

ただきたいとお願いを申し上げまして、次の小項目イのバス、タクシーなどの地域公共交通の

経営の支援について、原油価格の高騰により地域公共交通をバスやタクシー会社も厳しい経営

をされております。燃料費の支援のお考えはないかお伺いいたします。 

 （地域振興部長 中原みどり君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中原地域振興部長。 

            〔地域振興部長 中原みどり君 登壇〕 

○地域振興部長（中原みどり君） 昨今の燃料価格の高騰により、各種地域内交通手段の運行に影

響が出る可能性については、本市としても燃料価格の推移を勘案しつつ注視をしているところ

です。こうした状況を受け、現在、国や県において燃料価格の高騰に対する支援が行われてい

ます。国におきましては、ＬＰガスを使用するタクシー事業者を対象に燃料油価格激変緩和対

策事業を実施し、令和４年１月27日以降、ＬＰガスの高騰に相当する額を補助しています。 

 また、広島県におきましては、地域公共交通燃油費高騰緊急支援事業が実施をされています。

これは昨年10月以降の燃油費の高騰による影響を受けたバスやタクシー等の交通事業者に対し、

令和３年10月から令和４年３月までの期間を対象に影響額の一部を補助する事業で、本市とし

ては、国や県の支援対象とならない公共交通事業者を含む運送事業者等に対して、ガソリンと

軽油の購入費の一部を支援する運送事業者等原油価格高騰対策支援事業を本議会で補正予算に

計上しているところです。 

 なお、市内を運行する路線バス等については、バスの運行維持に係る補助を行うことでその

運行を支援しています。また、タクシーを活用した利用促進事業を実施するなど、タクシーの

稼働率向上を図ることによる運行支援も行っているところです。引き続き、燃料価格の高騰を

始めとする社会的情勢に起因する事象について注視しつつ、地域公共交通網の確保に努めてい

きたいと考えております。 

 （15番 黒木靖治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 黒木議員。 



 

－234－ 

            〔15番 黒木靖治君 登壇〕 

○１５番（黒木靖治君） ぜひとも各事業者の意見を聞いて、より細やかな対応をしていただきた

いと思います。先般、運送されている事業主の方に話をお伺いしますと、売上げは前年度とあ

まり変わってないけど、燃料代が当初の35円を政府が補塡しました。それ以降からまた上がっ

ていますから、そういう状況の中で経費がかなりかさんできているというお話を伺いました。

ぜひとも事業者の方の意見をよく聞いていただいて、細やかな対応をしていただきたいとお願

いいたしまして、次の小項目ウの福祉事業者への経営支援についてお伺いいたします。 

 まず福祉事業者の送迎の１点目が、原油高騰により送迎にかかる燃料代、また２点目に利用

者の食事、食材費が値上がりし、経費が増加していることに対する助成、３点目が事業所内で

内職、これは契約している企業から仕事をもらって仕事をされているんですが、コロナ禍によ

って企業の仕事業績が悪くなって内職の仕事が来てないという状況が続いております。この３

点について、支援ができないかお伺いいたします。 

 （福祉保健部長 立花周治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 立花部長。 

            〔福祉保健部長 立花周治君 登壇〕 

○福祉保健部長（立花周治君） 福祉事業者への経営支援ということで、まず１点目の送迎車に係

る燃料代の支援についてでございます。原油高騰につき燃料代が高くなっていることは認識し

ており、各事業所における送迎の燃料代の負担も多いことと思います。併せて、入所・通所施

設では、常時、空調等の運転が必要であることから、電気使用料の高騰も福祉事業者の負担を

増やしていると認識しております。福祉事業者に対する支援につきましては、今議会で社会福

祉施設等原油価格高騰対策支援事業補助金といたしまして、高齢者及び障害者、障害児を対象

とした入所・通所事業所に対し、令和４年１月から令和４年６月の間に、前年同月の各月で比

較して増額となった電気使用料の２分の１を補助させていただくよう補正予算計上をしており

ます。送迎に関しましては、サービス内容の１つとして実施されていますが、主たる事業を運

営する際に係る経費といたしまして、電気使用料の負担が多いと思われることから、このたび

の地方創生臨時交付金を活用し、電気使用料の補助を行うこととしたところでございます。 

 続きまして、２点目の食材費の値上げに対する支援でございます。利用者に昼食を提供して

いる事業者は、市内にも多くあります。事業所等において食事提供をする場合、食事代をサー

ビス利用料に含んでいる事業所、また利用者から食事代として御負担を頂いている事業所があ

るようでございます。利用者から食事代として御負担いただいている事業所におきましては、

食事提供を実施した場合、国の基準により食事提供加算として事業費を請求され、加算分を市

がお支払いしております。多くの事業所は、食事提供加算を差し引いた金額を利用者に御負担

いただいておられるようです。今後の物価上昇に伴う利用者の負担額の増加や食事提供加算の

見直しなど、国の動向にも注視してまいります。 

 次に、仕事量が減ったことに対する支援でございます。障害をお持ちの方が就労されている

福祉事業所や作業所においても、受託されている仕事の量が減少しているとお伺いしておりま
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す。当初、新型コロナウイルスの影響もあることから、県の頑張る中小事業者月次支援金等の

利用をされていました。この支援金も５月支給分で終了し、現時点では福祉事業所等への支援

等はありませんが、今後、従前のような支援制度等が実施される場合は御活用いただくよう事

業所等への周知に努めてまいります。なお、本市では障害者優先調達推進法に基づく業務の発

注や事業所での実施可能な業務の委託を行っております。こちらも継続して、市役所内の各部

署に呼びかけを行ってまいります。 

 （15番 黒木靖治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 黒木議員。 

            〔15番 黒木靖治君 登壇〕 

○１５番（黒木靖治君） 支援は今後していくということなんですが、市の独自の支援をこういう

厳しいときこそ一般財源を使ってやるべきだと思います。ずっとこれが続くんだったらあれで

すけど、本当に苦しんでおられるんですよ。そこをよく理解して、私たちは当たり前に給料が

もらえて、高い報酬がもらえて、市の職員の方も一緒ですが、本当に200万円ぐらいの年収で

やっておられる方も、また、福祉事業所においては、障害者年金プラス、今内職等で１万

5,000円平均です。そういうことを考えると、もう少し市が温かみのある支援をしていただき

たいと考えますが、もう一度お願いします。 

 （福祉保健部長 立花周治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 立花部長。 

            〔福祉保健部長 立花周治君 登壇〕 

○福祉保健部長（立花周治君） 議員から市独自の支援を考えてはどうかという御質問がございま

したが、こういったところもどういったところに支援が必要かというところをしっかり考えさ

せていただいて、今後いろいろ研究してまいりたいと思います。 

 （15番 黒木靖治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 黒木議員。 

            〔15番 黒木靖治君 登壇〕 

○１５番（黒木靖治君） 研究してまいりたいということなんですけど、必ず研究して実施してく

ださい。よろしくお願いしますと申し上げまして、最後に、新型コロナウイルス感染症が終息

後、交付金関係の支援が少なくなってくると考えられます。経営状態が順調に回復してくれば

いいですが、中小企業者にとっては厳しい経営を強いられる場合があると考えられます。持続

可能な経営ができるよう、中小企業者の意見をよく聞いて希望の持てる支援計画を立てていた

だきたいと思います。また、中小企業者へのコロナ感染影響に対して、交付金や給付金等の支

援策が基準を決めていろいろと実施されていますが、国や県、市の支援を受けることのできな

かった中小企業者や個人事業者に対する支援を、この交付金で少しでも、例えば基準が10％、

20％とありますが、少しでもそういう事業者に対しての支援が考えられないのか、また、そう

いう方を私らは、売上げ額が基準を満たしてない、対象にならない、全く相手にされてないよ

うな感覚を受けられている事業者もあります。そういう本当に少しでも出るということは、支
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援ができるということは、そういう人も私たちのことも考えていただいているんだなという思

いがあります。感情です。そこをもう少し市のほうも考えられないかと思いますが、それにつ

いての見解をお伺いしたいと思います。 

 （産業振興部長（兼）農業委員会事務局長 中廣 晋君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中廣部長。 

            〔産業振興部長（兼）農業委員会事務局長 中廣 晋君 登壇〕 

○産業振興部長（兼）農業委員会事務局長（中廣 晋君） 中小事業者への支援でございますけど、

この新型コロナウイルス感染症、これが拡大する以前から、本市独自の施策として三次産業応

援事業を中心に事業者支援を行い、今も継続して実施をしているところでございます。また、

新型コロナウイルス感染症対応の事業者支援策については、これまでも国や県の支援策を始め、

国の財源を活用しながら、商工会議所や広域商工会など関係団体の意見も踏まえ実施をしてい

るところでございます。こうした事業者に対する支援につきましては、引き続き国、県の新型

コロナウイルス感染症対応の支援策の動向等も踏まえながら、また、現在ある市独自の支援策、

これも見直しなども含め、限られた財源の中ではございますが、情勢に合った効果的な支援策

を検討していきたいというふうに考えております。 

 また、一定の基準というのは当然必要だろうと思います。昨年の10月から実施をいたしまし

た三次市中小事業者月次支援金、これは国や県の支援対象とならない事業者を市独自の施策と

して支援を行ったものでございます。また、今年度についてはウィズコロナ社会において新た

な設備投資や資金調達をし、生産性の向上や事業の効率化による経営安定を図ろうと前に踏み

出す事業者への支援策も実施をしております。また、事業者への直接支援以外でも、三次藩札

発行事業への補助やキャッシュレスキャンペーン事業などにより、消費を喚起することで地域

経済の活性化を推進する事業をこれも継続を実施してまいります。引き続き、国、県の支援策、

また市の独自の補助事業、これらも含めて中小事業者の支援をしていきたいというふうに考え

ております。 

 （15番 黒木靖治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 黒木議員。 

            〔15番 黒木靖治君 登壇〕 

○１５番（黒木靖治君） 中小企業者は苦しんでおられます。ぜひとも寄り添った支援をしていた

だきたいと申し上げまして、大項目２の子育て支援についてお伺いいたします。 

 中項目、出産育児一時金の増額についてお伺いいたします。国は様々な対策を講じてきたの

に、少子化に歯止めがかかってない状況です。三次市においても同じ状況だと思います。新聞

報道によると、厚生労働省の人口動態統計の発表によると、2021年に生まれた子供の数は81万

1,604人で、前年より２万9,231人減って、過去最少を更新するのは６年連続だと報道されてお

ります。出生数は、第２次ベビーブームのピークだった1973年の約209万人以降減少傾向が続

いて、国が2017年に公表した推計では、出生数が81万台前半に減るのに2027年と予想されてお

りましたが、６年ほど早く少子化が進行して、対策が急務となっている状況です。女性１人の
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方が生涯産む子供の推定人数、合計出生率、全国平均で1.30、出生率は１位が沖縄1.80、一番

低い東京が1.08です。三次市においては、2004年、1.51、489人の子供さんが生まれておりま

す。2011年、1.66、2019年、1.57、337人、2020年、1.50の319人、2021年、1.52、306人で、

合併当時と比較すると約150人の子供が減ってきております。直近の３年間の平均は、1.53で

320人となっております。 

 このような状況の中で、公明党は実現すべき、充実すべきと思う子育て、教育についてのア

ンケートを今年の１月から２月にかけて行いました。その中で一番多かったのが、上位３項目

が、ゼロ歳から２歳の保護者においては、児童手当が65％、２番目が出産育児一時金の増額が

54％、３番目がゼロ歳から２歳児の保育料無償化の所得制限緩和52％という順でアンケートの

結果が出ております。こういうアンケートを基に、経済負担の軽減や、特に子供の年齢に応じ

てきめ細かく支援策を充実していくことの重要性が浮き彫りになっております。ゼロ歳から２

歳児の保護者で、出産に係る経済的負担を減らすため健康保険から支払われる出産育児一時金

が、現在は１人42万円が出ております。ただ、2019年の厚生労働省の調査によると、公立病院

などでの正常分娩で最低限必要な出産費用の平均額は全国で44万4,000円、最も高い東京で53

万7,000円です。さらに私立病院、助産所を含めると、全国平均は約46万円になります。この

ような状況から、妊産婦から引上げを求める声が上がっております。出産育児一時金42万円を

超えて自己負担しなければならなくなった場合、増額になった自己負担の金額の上限を決めて、

差額を市が補助できないか。例えば支援の上限を50万円にして、42万円との差額８万円を補助

する。出産育児一時金ママ応援事業という仮称の名前をつけていただいて支援できないか、お

伺いいたします。 

 （子育て支援部長 松長真由美君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 松長部長。 

            〔子育て支援部長 松長真由美君 登壇〕 

○子育て支援部長（松長真由美君） 出産に係る費用につきましては、費用が高い都市部では出産

育児一時金では賄えない状況が問題となっており、国において令和５年４月からの大幅な増額

に向け検討が進められているところでございます。市としましても、安心して子供を産み育て

られる環境を整えるために、出産時の経済的支援策の強化は不可欠であると承知をしておりま

すが、出産育児一時金につきましては、国の少子化対策において対応すべき施策であると考え

ております。また、現在の出産育児一時金の額は、平成21年10月に引き上げられた42万円のま

まであり、議員のおっしゃる今現在からの助成を行うということであれば、それを境に、出産

費用が以前と今と比較して増えた、急に増えたということが、そういった状況がない中で、令

和４年度の出産に限り市独自の助成を行うということは、それ以前に出産された方との公平性

に欠けると考えます。したがって、市独自の出産費用の助成については考えておりません。 

 （15番 黒木靖治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 黒木議員。 

            〔15番 黒木靖治君 登壇〕 
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○１５番（黒木靖治君） できないということで公平性に欠けると言われましたが、それだったら

いつまでたっても、例えば来年度からなる場合は今年生まれた人は出ないですよね。来年度か

らもし50万円になった場合、それだったら公平性に欠ける、そこを言っていたらいつまでたっ

てもそういう困っている人の、例えば市がすごく出生率が下がっている中で、何の対策を今ま

でされて上がってきている現実があるんですか。そこを考えるとやっぱり妊婦さん、妊産婦さ

んからの意見があるわけですから、もう少し市としては真剣に考えていただきたいと思います。

例えば８万円で300人だったら、1,600万円です。そんなに１億6,000万円とかではないと思う

んです。その点はぜひとも今後考えていただきたいと思います。先ほど部長がおっしゃったよ

うに、政府が６月17日の発表で、来年度から大幅増額する方針を表明しております。多分、50

万円に上がるのではないかと私は予想しております。これは公明党が何十年も前から、42万円

に上がって次の段階から全部主張してきたことですが、ぜひともその点は配慮していただきた

いと思いますが、再度お願いします。 

 （子育て支援部長 松長真由美君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 松長部長。 

            〔子育て支援部長 松長真由美君 登壇〕 

○子育て支援部長（松長真由美君） 公平性に欠けるというところでございますけれども、市とし

ての独自の支援策を行う場合、それにつきましてはどこで区切るかというところに、その根拠

となる理由であるとかというものがない限り、国のほうで大幅増額が来年度から始まるからと

いうことで、今年度に限りそのところを埋める形で市が施策を実施するということにつきまし

ては、繰り返しになりますが、それ以前の出産の方との公平性に欠ける。なぜならば42万円と

いう金額自体は平成21年10月に改定されて、それ以降同じ金額でございますので、それにつき

ましては、市として独自の施策として助成を始めた時点、その時点が適正であるかどうかとい

うところは十分に考えないといけないところでございますので、今現在の状況でございました

らば、やはり公平性に欠けるというところではないかと思います。 

 また、出産費用で一時的なそういった助成をするということに対しての市の考え方でござい

ますけれども、子育て支援策を進めるというところでは、本市としましては、子育てにおける

経済的負担、精神的負担の軽減というところが大切だと考えております。したがって、生まれ

てからのこども医療助成であるとか、保育所、幼稚園の今でしたら副食費軽減事業であるとか、

あるいは保育料の多子軽減であるとか、そういったところで子育て支援に関する関連施策を進

めているところでございますので、そういった一時的な給付というものについては考えており

ません。 

 （15番 黒木靖治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 黒木議員。 

            〔15番 黒木靖治君 登壇〕 

○１５番（黒木靖治君） 前回、去年の12月に一般質問したときの部長の答弁と一緒です。残念で

すけど、来年度は大幅アップを政府が発表しておりますので、それを期待いたしまして、次の
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大項目３のフレイル予防についての質問に移らせていただきます。 

 65歳以上の介護保険料が2021年４月から変わり、保険料の基準額が月額4,885円から6,803円

の幅で高止まりしている状況の中で、2025年には団塊の世代が75歳以上となるなど、介護の需

要増で保険料のさらなるアップが予想されており、加入者の経済的な負担が増えると言われて

おります。このような中で、介護予防は介護保険制度の大きな焦点となっていて、早い段階で

の介護予防の視点で、今後重要となるのがフレイルの予防だと言われております。フレイルと

は、加齢に伴い筋力や気力、認知機能など心身の活力が低下した状態で、健康と要介護状態の

中間的な段階を指します。早めに対処することで筋力などの機能も取り戻すことができると言

われていて、加齢とともに誰にでも起こり得るもので、国内に推定450万人もいると言われて

おります。フレイルを予防するため、千葉県柏市では大規模な健康調査研究を行った結果、予

防や健康長寿の大きな鍵を握るのが、栄養、運動、社会参加の３つであることが明らかになっ

ております。千葉県柏市や大分県が先進的な取組をされております。先ほどの子育て支援のア

ンケートのときも言いましたが、高齢者に対するアンケートも公明党が１月にかけて実施しま

した。その結果、不安の１位が認知症、２位が年金、３位が健康の保持増進が、１位、２位、

３位を占めております。そういう中で、その結果を受けて、認知症、年金や健康、家族の介護、

デジタル化への対応などに不安を抱えながら生活をされている方々の実情が分かり、必要な対

策を検討していくことが重要だと分かってきております。 

 そこで１つ、取組として提案をしたいと思います。小項目１のｅスポーツを活用した講座に

ついてでございます。ｅスポーツとは、エレクトロニック・スポーツの略で、対戦型ゲームを

競技とみなして、競技者同士が腕前を競うものです。指先や脳を使うため認知機能の向上が期

待できるほか、座ったまま体験できるので身体への負担も少なく、高齢者の方でも楽しめる、

フレイル予防に重要な社会参加を促す手段としても注目されております。ゲームと聞くとよい

印象を持たない人がいますが、健康づくりやコミュニケーションを円滑にする手段として効果

的だと言われております。栃木県小山市では、60歳以上の人を対象に講座を開催されていて、

初めてゲームを体験したという70代の参加者の女性は、初めは操作が難しかったが、少しずつ

楽しめて刺激になった。小学生の孫がいるので今度一緒に遊んでみたいという体験後の感想を

言われております。小山市の担当者は、ゲームは脳が活性化し、認知症予防にもつながると考

えられていると。講座の反響や課題を踏まえ、高齢者の方がｅスポーツに親しむ機会をさらに

増やしていきたいと話されております。ｅスポーツは、性別や年齢、身体の障害のありなしに

関係なく、誰にでもできて、人と人をつなぐコミュニケーションの手段としても大きな可能性

があると言われております。三次市においても、フレイル防止のために講座の開催の考えはな

いかお伺いいたします。 

 （福祉保健部長 立花周治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 立花部長。 

            〔福祉保健部長 立花周治君 登壇〕 

○福祉保健部長（立花周治君） 本市の介護予防につきましては、三次市いつまでもいきいき元気
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プランに基づき、社会福祉協議会や地域包括支援センター等、関係機関と連携して、小地域で

の元気サロンを市内各地域で立ち上げていただき、介護予防体操を基本に体力測定、脳トレや

折り紙づくりなどを実施し、運動機能や認知機能の向上に努めているところでございます。 

 議員御質問のｅスポーツについてですが、コンピューターゲームやテレビゲームを使った対

戦スポーツ競技として捉える際の名称ということで、高齢者の方にも親しみやすい囲碁、将棋、

パズルなどのゲームも含まれると認識しております。このｅスポーツにより、高齢者同士や家

族でゲームなどを行うことが、高齢者の方の認知機能の維持に役立つ効果があるのではないか

という検証結果もあるように伺っております。近年、新型コロナウイルス感染症の影響により

外出する機会や人との関わりが減少し、特に高齢者の方にとってフレイル予防はますます必要

となっているところでございます。今後はその対策の１つとして、ｅスポーツについての知識

を深めるため、情報収集を図り、研究を行ってまいりたいと考えております。 

 （15番 黒木靖治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 黒木議員。 

            〔15番 黒木靖治君 登壇〕 

○１５番（黒木靖治君） ぜひとも研究して、導入について前向きに考えていただきたいと思いま

す。それによって介護保険料も下がってくるわけなので、介護保険料をいかに下げるかがフレ

イル予防にもかかってくると思いますので、ぜひともよろしくお願いいたします。 

 続きまして、最後の大項目４の障害者の方の投票についてお伺いしたいと思います。障害者

の方の選挙権についてお伺いいたします。市民の方から、障害ある人が投票しやすいようにし

てほしいという要望がございました。三次市において、障害者の方の選挙権についてどのよう

に考えておられるのか見解をお伺いいたします。 

 （監査事務局長（兼）選挙管理委員会事務局長 児玉 隆君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 児玉選挙管理委員会事務局長。 

            〔監査事務局長(兼)選挙管理委員会事務局長 児玉 隆君 登壇〕 

○監査事務局長（兼）選挙管理委員会事務局長（児玉 隆君） 障害をお持ちの方の投票というこ

とですけども、投票されるに当たっては、健常者に比べ様々なハードルがあるものと考えてお

ります。選挙は民主主義の根幹をなす大切なものであり、障害者の方に限らず、有権者が政治

に参加する大切な機会です。そのため選挙管理委員会としましては、公平公正な選挙事務の遂

行や選挙の管理執行に取り組むとともに、誰もが投票しやすい環境整備に努めてまいりたいと

考えております。 

 （15番 黒木靖治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 黒木議員。 

            〔15番 黒木靖治君 登壇〕 

○１５番（黒木靖治君） それでは、小項目アの障害者の方の投票の状況について、把握されてお

られればお伺いいたします。 

 （監査事務局長（兼）選挙管理委員会事務局長 児玉 隆君、挙手して発言を求める） 
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○議長（山村惠美子君） 児玉事務局長。 

            〔監査事務局長(兼)選挙管理委員会事務局長 児玉 隆君 登壇〕 

○監査事務局長（兼）選挙管理委員会事務局長（児玉 隆君） 障害のある方の投票率についてで

すけども、こちらのほうは把握しておりません。 

 （15番 黒木靖治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 黒木議員。 

            〔15番 黒木靖治君 登壇〕 

○１５番（黒木靖治君） 把握してないという返答だったので、次の小項目イの障害者、身体、聴

覚、視覚、知的の実態把握についてお伺いしたいと思います。アンケート調査や障害者の方の

聞き取りをして、実態を把握して、専門家を交えた検討会を開催し、期間、計画を立てて実施

できるようにできないのか。また、障害者の方が投票しやすいようにデジタル化等を進めてい

く計画を策定することができないかお伺いいたします。 

 例えば障害者の投票の配慮ということで改善を求める要請書をＮＰＯ法人が挙げて国に提出

しております。その中で、選挙での投票に際し、配慮が十分でないため投票が難しくなるケー

スがあるとして、障害者団体などでつくるＮＰＯ法人が国に対して改善を求める要請書を提出

しましたと。それによると、期日前投票が始まっても、候補者の政策などを紹介する点字や音

声による情報が届かないことがあるとして改善を求めているほか、知的な障害のある人が理解

しやすいよう、分かりやすく書かれた選挙公報を発行してほしいなどを求めております。また、

投票所への移動についても支援を進めたり、投票所のバリアフリー化を徹底するなど、投票し

やすい環境を整えてほしいとしています。そして、障害などがあり、投票所に行くことが難し

いための郵便投票の対象者を広げたり、障害者などにより投票用紙に記入ができない場合、投

票所の担当者に記入などをしてもらう代理投票の制度があることを広く周知していただきたい

と要望をしております。 

 要請を行った日本障害者協会の代表の方は、様々な事情から投票ができずに諦めている人が

いる。今の法律の中で対応できることも多いので、投票という大切な権利をもっと行使できる

よう、国や各地の選挙管理委員会は考えてもらいたいと話されております。三次市においても、

障害者だからとかそういう偏見はないと思いますが、そういう意識があるのではないかと思い

ます。そういうことをしっかりと考えた協議会を立ち上げていただいて、確かに障害のある方

は、健常者の方と比べて投票が難しいのは分かります。しかし、健常者の方より政治に対する

意識が強い方はかなりおられます。そういう点もぜひ配慮していただいて、この協議会等を立

ち上げてもらえないかということをお伺いいたします。 

 （監査事務局長（兼）選挙管理委員会事務局長 児玉 隆君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 児玉事務局長。 

            〔監査事務局長(兼)選挙管理委員会事務局長 児玉 隆君 登壇〕 

○監査事務局長（兼）選挙管理委員会事務局長（児玉 隆君） ただいま議員から御提案のありま

した検討会の実施についてでございますけども、国においては選挙の公平、公正を確保しつつ、
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有権者が投票しやすい環境を整備するため、投票環境の向上方策等に関する研究会を設置し、

平成30年に報告書として取りまとめられております。この環境研究会の報告書においては、代

理投票を行うことの秘密の確保でありますとか、知的障害をお持ちの方に対する投票の支援、

投票へ行くことが困難な障害のある方への配慮といったことが課題として挙げられております。

現在取りまとめられた報告書を基に、制度の見直し等も検討されていることから、本市独自で

の検討会の設置は考えておりませんけども、市として取り組める投票環境の改善に向けては、

市内の障害者団体との意見交換を行うなど、今後検討してまいりたいと考えております。 

 投票所の設置に当たっては、車椅子用の記載台を設置するとか、拡大文字や点字、その他、

虫眼鏡や老眼鏡といった備品を整備しております。また、最近では入場券がありませんとか、

書き方が分かりませんといった言葉が絵入りで入っているコミュニケーションボードも、各投

票所に置くように準備をしているところでございます。また、投票所については、公共施設の

ほか、地域の集会所を使うことが多くございますので、全てがバリアフリーとはなってないと

は考えますけども、スロープが設置可能な投票所についてはスロープを事前に設置するなど、

対応をしておるところでございます。また、デジタル化については、国の動向等も注視しなが

ら対応を研究してまいりたいと考えております。 

 （15番 黒木靖治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 黒木議員。 

            〔15番 黒木靖治君 登壇〕 

○１５番（黒木靖治君） 国の動向を見て対応していくと言われましたけど、今年の５月19日に議

員立法で成立し、25日から施行されました障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション

施策推進法ができました。この間、同僚議員も昨日言われていましたけど、そういう障害者に

対してのより現実な対応、大変難しい問題だというのは確かによく分かりますが、国を待つの

でなく、三次市としての障害者に対する先駆的な支援をしていただきたいと申し上げまして、

この一般質問を終わりたいと思います。 

 最後に１つ言わせていただきたいと思います。昨日、 

 

                           新聞の記事にこういうのがありま

した。気鋭の哲学者、マルクス・ガブリエル、これはドイツの人ですが、近著でお互いの理解

を深めるには会って話すことを強調、人間の交流は視覚、嗅覚、聴覚、触覚、様々な感覚で相

手の存在を感じ取ると、「わかりあえない他者と生きる」という本の中で述べられております。

また、ロシア相手の外交官だった作家佐藤優氏は、コロナ禍で国家の首脳同士が直接会う機会

が減り、国際関係に大きな負の影響を与えたとし、その１つの表れがロシアのウクライナ侵攻

を防げなかったことだという見方も可能でしょうということを言われております。ですから、

緊急の場合のリモート会議は大変必要だと思いますけど、やっぱり人と会って話すことが本当

の基本だと考えます。命の触発があってこそいいアイデアも浮かぶと思いますので、その点を

ひとつ考慮していただいて、今後の市政運営をしていただきたいとお願い申し上げまして、私
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の一般質問を終わります。ありがとうございました。 

○議長（山村惠美子君） この際、しばらく休憩いたします。再開は13時とします。 

          ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

            ――休憩 午前１１時３８分―― 

            ――再開 午後 １時 ０分―― 

          ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

○議長（山村惠美子君） 休憩前に引き続き一般質問を行います。 

 順次質問を許します。 

 （１番 伊藤芳則君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 伊藤議員。 

            〔１番 伊藤芳則君 登壇〕 

○１番（伊藤芳則君） 皆さん、こんにちは。日本共産党の伊藤芳則です。議長の許可がありまし

たので、一般質問を始めさせていただきます。どうかよろしくお願いいたします。 

 戦争か平和か、日本の運命がかかった参議院選挙が今日公示となりました。７月10日の投票

です。２月24日にロシアがウクライナ侵略を開始して、はや４か月になろうとしています。強

く抗議し、ロシア軍の即時撤退を求めたいと思います。この侵略に乗じて、敵基地攻撃や軍事

費の２倍化、憲法９条を変えよと発信が広がっています。軍事費一辺倒では平和は守れません。

軍事対軍事の悪循環に陥ることが一番危険です。憲法９条を生かした外交こそ、平和への道で

はないでしょうか。暮らしにおいては、金融緩和により物価高騰を招き、賃金は上がらず、年

金は下がり、教育費は重くのしかかっています。家計は大変な状況に追い込まれています。弱

肉強食の新自由主義が日本経済を冷たい弱い経済にしてきたことで、生活苦の根本があるので

はないでしょうか。首相の言う新しい資本主義は、新しいところはどこにもありません。軍事

費を２倍化したら、福祉教育の予算はさらに削られることになります。このような政治を続け

させるわけにはまいりません。 

 このロシアのウクライナ侵略で、世界中が不安定になってきています。世界的な食糧危機の

おそれがある中、日本の食料自給率はカロリーベースで2018年に37％まで下がりました。広島

県は22％です。持続可能な農業で、食料自給率の向上が喫緊の課題ではないでしょうか。三次

市において、組合法人や認定農業者や会社経営は増加傾向でありますが、農地集積が進んで一

定の成果が出ているようですが、今後、農地を維持していくのは手いっぱいとも聞いています。

個人農家では、農地を守るためにもうからなくても続けているのが現状です。米価の下落を始

め、物価高騰で農業資材も値上がりしてきています。これは大型農家にも大きな影響が出てい

るはずです。燃料については、ガソリン代や軽油を始め、電気代も値上がりしています。私も

驚いたんですが、私の関係している水利組合では、ポンプアップで西城川の水を利用しており

ます。電気代が昨年の５月は５万3,085円でしたが、今年の５月は９万2,237円です。３万

9,152円、1.74倍の値上がりになっていたんです。このままでは水路費の値上げをしなくては

電気代が払えなくなってきているんです。今後さらに負担が増えることになります。ポンプを
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活用している農家の皆さん、本当に困ったことになっているのではないでしょうか。また、秋

の米価がどうなるかも不安だらけです。持続可能な農業にしていくには、大型農家への支援は

当然必要ですが、政府の言うとおりに法人化や大型農家へ集約ばかりしていても農地は守れま

せん。個人農家で家族農業が続けられる支援が必要ではないかということで質問をしたいんで

すが、午前中にこの問題では答弁があったので省略をいたします。その答弁にあった３月定例

会の補正予算で、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金で、水田生産継続支援事

業として9,766万7,000円の予算があります。生産者の耕作意欲を維持し、次期作の生産に向け

た農業経営に支援することとしています。具体的にどのような支援をしていただけるのか教え

てください。お願いします。 

 （産業振興部長（兼）農業委員会事務局長 中廣 晋君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中廣産業振興部長。 

            〔産業振興部長（兼）農業委員会事務局長 中廣 晋君 登壇〕 

○産業振興部長（兼）農業委員会事務局長（中廣 晋君） 水田生産継続支援事業の内容について

でございますけど、出荷販売を目的として、市内の水田において水稲など主食用の米、酒米、

麦、大豆、飼料用作物、これらを10アール以上、また水稲以外の野菜や果樹、花卉、これらが

３アール以上、令和４年度に生産する市内の農家に対し、水田台帳の合計面積に応じて定額を

助成する制度としております。 

 （１番 伊藤芳則君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 伊藤議員。 

            〔１番 伊藤芳則君 登壇〕 

○１番（伊藤芳則君） 定額ということですが、金額は幾らになるのでしょうか、教えてください。 

 （産業振興部長（兼）農業委員会事務局長 中廣 晋君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中廣部長。 

            〔産業振興部長（兼）農業委員会事務局長 中廣 晋君 登壇〕 

○産業振興部長（兼）農業委員会事務局長（中廣 晋君） これは面積に応じて支給額を決定して

おります。まず、水稲以外の野菜、果樹、花卉、これが３アール以上から10アール未満まで、

これが10アール当たり１万円でございます。水稲と、さらには野菜、果樹、花卉の組合せもオ

ーケーなんですが、10アール以上から30アール未満が１万5,000円、30アール以上50アール未

満が２万円、50アール以上70アール未満が２万5,000円、70アール以上１ヘクタール未満が３

万円、１ヘクタール以上３ヘクタール未満が４万円、３ヘクタール以上５ヘクタール未満が５

万円、５ヘクタール以上10ヘクタール未満が15万円、10ヘクタール以上20ヘクタール未満が20

万円、最後に20ヘクタール以上が30万円ということで、面積に応じて定額を支給する内容とし

ております。 

 （１番 伊藤芳則君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 伊藤議員。 

            〔１番 伊藤芳則君 登壇〕 
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○１番（伊藤芳則君） 定額ということになると、そんな大きな金額ではないんですが、この間、

いろんな機材等が値上がりしてきていることの補助にはなるとは思いますが、これはこの１回

きりで終わるということになってしまうんだろうと思うんですが、早急にこれは取り組んでい

ただきたいと思いますが、今年の米価がどうなるのか非常に不安定な中で、次なる支援をしっ

かり考えて持続可能な農業を進めていただきたいと思いますが、そういうお考えはあるでしょ

うか。 

 （産業振興部長（兼）農業委員会事務局長 中廣 晋君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中廣部長。 

            〔産業振興部長（兼）農業委員会事務局長 中廣 晋君 登壇〕 

○産業振興部長（兼）農業委員会事務局長（中廣 晋君） まず水田生産継続支援事業、これらの

交付の予定でございますけど、今現在、各農家から営農計画書が出されておりますけど、これ

のシステム入力の作業を行っております。補助対象者でありますとか作付面積、補助金額の集

計作業を行っておりますので、これが整い次第、申請書類等を７月には対象者のほうに送付さ

せていただくよう今準備を進めております。また、今後いろいろな物価、あるいは原油、もろ

もろが値上がりをして、全業種が大変厳しい状況にはございます。国のほうもいろいろと高騰

に対する本部も開かれ、検討もされております。そういった国、県の今後の支援策の動向、そ

ういったところも踏まえまして、本市としても動向を見ながら必要な対策のほうを検討してい

きたいというふうに考えております。 

 （１番 伊藤芳則君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 伊藤議員。 

            〔１番 伊藤芳則君 登壇〕 

○１番（伊藤芳則君） ぜひとも検討していただいて、恐らく秋の米価がどうなるかということで、

農家の皆さん、もう辞めるのではないかという人も出てこられる可能性がなきにしもあらずで

す。ぜひともそこのところを検討して、補助、コロナ対策等以外にもそういうことを考えてい

ただきたいと思います。 

 それでは、次の質問に入るんですが、戦後の日本では、自動車産業などのもうけのために農

業が犠牲になってきました。ヨーロッパ等に比べて安全基準を緩めており、気候危機による食

糧危機が起こってもおかしくない状況です。その解消には、有機農業の発展と併せて、学校給

食がその鍵を担っているということで、鈴木宣弘さんという東京大学の大学院教授が述べられ

ておられます。この方は日本農業新聞によく登場される方です。そういう立場で、これを前提

に学校給食について質問をさせていただきます。学校給食の食材高騰による影響についてお尋

ねいたします。おとといの質問の答弁に、鶏肉のもも肉を胸肉に変えていると言われましたが、

これは質を落としているのではないでしょうか。そのほかにも量と質への影響が出ているので

はないでしょうか。どのような状況かをお尋ねします。 

 （教育次長 甲斐和彦君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 甲斐教育次長。 
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            〔教育次長 甲斐和彦君 登壇〕 

○教育次長（甲斐和彦君） 学校給食の食材の価格が上がる中で、各調理場は工夫をして調理して、

学校給食を提供しておりますけれども、基本的には子供が必要とする栄養は摂取するように献

立を立てる中で工夫をしておりますので、個々にいえば質を落とすということはあると思いま

すけれども、全体的な栄養としては必要なものは摂取をするように工夫をしておるところでご

ざいます。 

 （１番 伊藤芳則君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 伊藤議員。 

            〔１番 伊藤芳則君 登壇〕 

○１番（伊藤芳則君） 例えばさっき言ったもも肉と胸肉の関係、これは料理の仕方にもよるかと

思うんですが、これでおいしいものがおいしくなくなったり味が変わったりということで、質

的に落ちてきておるのではないかというふうに私は思うんです。本当においしいものを料理し

て食べてもらうためにも、そこを落とさない方法、それは調理場の方は大変苦労しておられる

とは思うんですが、本当に成長過程にある子供さんのために、質を落とさない、量も落とさな

い。あるテレビで見たのは、100グラムのものを90グラムにするとかそういうのが報道されて

おりました。三次市ではそういうことはないだろうと思うんですが、ありませんか。聞きます。 

 （教育次長 甲斐和彦君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 甲斐次長。 

            〔教育次長 甲斐和彦君 登壇〕 

○教育次長（甲斐和彦君） 繰り返しになりますけれども、子供たちが必要な栄養を確保できる献

立を立てております。そのために献立を変更ということがありまして、味が当初予定をしてお

ったものと変わるということはあるかとも思いますけれども、必要な栄養は取るというところ

で献立を立てて、現場では苦労をしていただいております。市としては、今後の価格の動向を

見ながら、各調理場からも聞き取りをして状況を聞いて、必要に応じて新型コロナウイルス感

染症対応地方創生臨時交付金の活用も視野に入れて対応していきたいというふうに考えていま

す。 

 （１番 伊藤芳則君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 伊藤議員。 

            〔１番 伊藤芳則君 登壇〕 

○１番（伊藤芳則君） ぜひとも対策を考えていただきたいということで、コロナの臨時交付金を

活用して、質も味も落とさない安心・安全な給食を届けていただきたいと思います。特にコロ

ナ交付金ということになれば、今一部の人にしか使われていないプレミアム商品券に使うより

は、子供たちへの支援のほうへ使うほうがよっぽどコロナ対策になるのではないでしょうか。

これについてはお聞きしませんが、ぜひともそう考えていただきたいということで、次の質問

でも給食のことになるんですが、今、給食調理場ごとに給食費が若干違うということになって

おると思うんです。当然、センター化になればそこは統一するものだろうと思いますけども、
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もし統一するならば、給食費無償化にする考えはないでしょうか。以前にも聞いたことはある

んですが、憲法に定められている義務教育無償の原則に立てば、教育にお金をかけない、学校

給食費では義務教育に残されている教育費負担、受益者負担をなくさなければなりません。現

在、小学校、中学校で無償なのは授業料や教科書だけです。学校給食の無償化、または一部補

助、父母の皆さんの粘り強い運動の中で実施している自治体が増えてきています。三次市もこ

ういう自治体にすべきではないでしょうか、お考えをお聞きします。 

 （教育次長 甲斐和彦君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 甲斐次長。 

            〔教育次長 甲斐和彦君 登壇〕 

○教育次長（甲斐和彦君） 学校給食の無償化ということですけれども、その前に本市には12の学

校給食調理場がございまして、小学校21校全校と中学校12校のうち７校、合計28校に給食を提

供しております。また、中学校のうち旧市内にある中学校については、選択制のデリバリー給

食を提供しておるところでございます。各調理場には、保護者や学校関係者で構成する給食の

運営委員会というものがありまして、献立や給食についてはこの運営委員会で協議決定をして

おるところです。各調理場では独自の献立による給食を提供しておりまして、各調理場の状況

にもよって給食費は一律ではありません。学校給食法では、学校の設置者と保護者との協力に

より学校給食が円滑に実施されることを期待して、学校給食の実施に必要な施設整備費や修繕

費、学校給食に従事する職員の人件費等の運営に関する経費は、学校の設置者である市が負担

するものとし、それ以外の経費については保護者の負担としています。食材購入に係る経費に

ついては、給食費として保護者に負担をしていただいていますけれども、経済的に困窮してい

ると認められる世帯の児童生徒については、生活保護制度による扶助や就学援助として給食費

の支援を行っています。市内小・中学校全ての児童生徒の給食費を市が負担する場合、新たな

財政負担が必要となり、財源の確保は大きな課題であるというふうに考えております。市とし

て施設整備や管理運営について取り組んで、将来にわたって子供たちに安全で安心な学校給食

を提供するという責任をしっかりと果たしていきたいというふうに考えています。 

 （１番 伊藤芳則君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 伊藤議員。 

            〔１番 伊藤芳則君 登壇〕 

○１番（伊藤芳則君） それぞれのところでということになっておるんですが、それはだから給食

費を無償にすることで、みんな同じように安心・安全な給食が頂けるのではないかというふう

に思うんですが、将来的に無償化していくというような考えはないのでしょうか。もう一度お

聞きします。 

 （教育次長 甲斐和彦君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 甲斐次長。 

            〔教育次長 甲斐和彦君 登壇〕 

○教育次長（甲斐和彦君） 学校給食を無償化するということになりましたら、財源の確保など大



 

－248－ 

きな問題があります。現時点で無償化にするという考えはございません。 

 （１番 伊藤芳則君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 伊藤議員。 

            〔１番 伊藤芳則君 登壇〕 

○１番（伊藤芳則君） 今のところないということです。次の質問に関連はしながら移っていきた

いと思いますけども、新学校給食調理場の地元産活用についてですけれども、この調理場につ

いて準備はどこまで進んでいるのか聞きたいんですが、これも昨日答弁がありましたので、学

校給食食材安定調達連絡協議会で農産物集荷運営形態というのができておると聞いております。

私も見ております。この体制で食材を提供していた方や、また個人の小規模農家の皆さんはど

のように対応していくのかお尋ねいたします。 

 （教育次長 甲斐和彦君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 甲斐次長。 

            〔教育次長 甲斐和彦君 登壇〕 

○教育次長（甲斐和彦君） 新学校給食調理場で使用する食材を調達する仕組みについて、この３

月に一定の仕組みづくりをしてまいりました。その仕組みというのは、学校給食の食材を需要

する側と供給する側、需要する側というのは調理場でございまして、そして供給する側という

のは農家の皆さんということになりますけれども、その需要者と供給者の間に連絡協議会とい

う組織を設置いたしまして、その連絡協議会が需要者と供給者、調理場と農家の皆さんの間に

立って取り持つという、簡単に言えばそういう仕組みなんですけれども、供給側はＪＡのルー

トに乗っていただける方と、今現在、学校給食へ食材を提供してくださっている生産者の農家、

あるいは個人の農家の皆さん、そういったところが供給者の皆さんになっていただくことにな

りますけれども、今後、説明会を開催して募集をしていきたいというふうに考えております。 

 （１番 伊藤芳則君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 伊藤議員。 

            〔１番 伊藤芳則君 登壇〕 

○１番（伊藤芳則君） ということは、今ある個人農家さんの、例えば川地と田幸にあった、それ

はそれで活用するということですね。今後新たにこういう形に参加していきたいという方も当

然募集されるんだろうと思いますが、そういう方、大きな大型農家ではないだろうと私は思う

んですけれども、そういう小規模だからできる農家さんの農業というのがあると思うんです。

有機栽培でやれば、それを推進していけばより安全で安心な食材の提供ができるのではないか

と思います。例えば米農家へ有機栽培を依頼すると、大型農家ではなかなかこれは難しいので

はないかと思います。例えば小規模５ヘクタール以下の農家で有機栽培をしていただくという

ことになれば、農協の資料を見ていたら年間6,000袋が給食に提供されていると書いてありま

した。例えば５ヘクタールの農家なら、大体８戸ぐらいで賄えるのではないかと。１ヘクター

ルぐらいの農家やったら38戸ぐらいの農家がないと提供できないけども、有機栽培をするとい

うことになれば依頼ができるのではないだろうかというふうに私は思うんです。これは野菜な
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どもそういうことを含めて考えれば、有機栽培や低農薬の食材を提供できるのではないかとい

うふうに思うんですけども、センター化になってそういう食材を提供するのに有機栽培へ移行

していくお考えはないでしょうか、お聞きします。 

 （教育次長 甲斐和彦君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 甲斐次長。 

            〔教育次長 甲斐和彦君 登壇〕 

○教育次長（甲斐和彦君） 学校給食においては、食材の安定的な調達が重要であります。そのた

めの生産体制の拡大と供給体制の確立が必要となります。本市における有機農産物の生産者は

まだ少なく、供給体制が確立をされていない状況があります。また、有機農産物は、慣行栽培

のものよりも価格が高くなる傾向があります。そのため給食費に影響することから、保護者の

理解が必要であります。学校給食への導入は、供給体制の確立と小・中学校のＰＴＡ代表者等

で構成される学校給食共同調理場の運営委員会での審議が必要であり、現状では困難であると

いうふうに考えております。まずは新調理場において三次産農産物の活用を図り、地産地消を

推進することを目的に、新調理場で必要な三次産農産物を安定的に調達できる体制を確立して

いきたいというふうに考えております。 

 （１番 伊藤芳則君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 伊藤議員。 

            〔１番 伊藤芳則君 登壇〕 

○１番（伊藤芳則君） 安定的に地元産を活用していくということになれば、これは目標を30％と

いうのがあるんですが、当然そういう体制に持っていかなければならんだろうと思うし、また、

やっぱり有機栽培に向けて検討していくこと、これは自治体によってはそれをやっておる自治

体が幾つかあります。そういうところを見習って、ぜひとも先ほど出た対策検討委員会、そこ

で検討もしていただきたいというふうに思います。先ほどの鈴木宣弘さんの言われる有機農業

の発展と併せて、学校給食がその鍵を担っていると言っておられます。この立場で今後、農業

支援と子供たちに安心・安全な給食を届けることが、持続可能な農業につながっていくと思い

ます。こういう考えを持って進めていただきたいと思います。どうかよろしくお願いします。 

 それでは、次の質問に移ります。同じく教育委員会関係になるんですが、３番目に学校洋式

トイレについて質問をいたします。小・中学校の洋式トイレの設置状況ですけども、これは文

部科学省の調査によると、2020年、令和２年の９月なんですが、公立小・中学校におけるトイ

レの全便器数は136万個、それから、うち洋式便器が77万個、洋式率57％だそうです。広島県

では学校数699校で、洋式トイレ１万6,166、洋式トイレ率が51.4％となっているそうです。広

島県は全国平均より低い状況です。トイレの整備に対する教育委員会の方針を調査したところ、

小・中学校のうち、各学校で和式よりも洋式を多く設置する方針の学校設置者が全体の約88％、

85％から増えております。今後もトイレの整備について、各地方公共団体の整備方針に応じ、

児童生徒等が安心して過ごせるよう、財政面も含め引き続き支援を行ってまいります。これは

文部科学省からの通達の中にあったんですが、そういうことで、三次市において資料請求を私
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しましたら、小学校21校のうち、男性用、女性用の洋式トイレがない学校が２校ありました。

男性用の洋式トイレがない学校が４校となっているようです。中学校12校のうち、男性用・女

性用洋式トイレがない学校が１校ございました。男性用の洋式トイレがない学校が１校、多目

的トイレがないのが小学校１校、中学校１校あるようです。多目的トイレを含めれば、洋式ト

イレがない学校はないことにはなっております。ただ、多目的トイレを代用していると聞いて

おりますが、多目的トイレの利用には大変勇気が要ることで、遠慮している子供さんがおられ

ると思います。これでは児童・生徒の皆さんが、安心・安全で快適な学校生活を送れないこと

になってしまいます。送れないんです。また、学校によっては災害時の避難所となっており、

洋式トイレや多目的トイレがなければ避難者も大変困ります。避難してこない人も出てきます。 

 こういう状態をいつまで放置するのかお聞きしたいんですが、2016年、平成28年12月定例会

でこの件について質問された議員がおられます。そのときの教育次長の答弁は、順次進めてま

いりたいと考えておりますと、こういう答弁でした。考えているだけではトイレはできません。

その後、５年と半年が経過しています。当時入学した子供はもうじき卒業になります。なぜ洋

式トイレが設置できていないのか、お尋ねします。 

 （教育次長 甲斐和彦君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 甲斐次長。 

            〔教育次長 甲斐和彦君 登壇〕 

○教育次長（甲斐和彦君） 現在、市内の小学校21校のうち17校、中学校12校のうち10校において、

男性用トイレに洋式トイレを設置しております。男性用トイレを洋式化していない学校におい

ては、多目的トイレを設置して、全ての児童生徒が洋式トイレを使用できるよう整備をしてい

るところであります。トイレの整備については順次行ってきておりまして、今、議員が言われ

ました平成28年度以降もずっとトイレの洋式化については整備をしているところであります。

男性のトイレに洋式トイレがない小学校において、多目的トイレを使うことについて、学校の

先生が子供に使っていいんだよということを優しく丁寧に説明をしたところ、子供たちは今で

は普通に使っておるというふうには聞いております。そういったところの指導もしながら、子

供たちが安心をして学校生活が送れるように努めていきたいと思いますし、洋式化についても

順次進めていきたいというふうに考えております。 

 （１番 伊藤芳則君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 伊藤議員。 

            〔１番 伊藤芳則君 登壇〕 

○１番（伊藤芳則君） 順次というのはいいんですけども、一向に進んでないんですよね。これは

平成28年の12月議会の質問です。男性、女性両方洋式がない学校が、市内22校のうち５校あり

ます。男性トイレに洋式がない学校が２校あるわけです。２校だったのが４校に増えていると

いうことになる。それから子供さんが使っていいよということでも、そこで勇気を出して言え

なくて使い切れてないですよ。あるお子さんが１キロぐらい一生懸命泣きながら帰ったという

話が私のところへ届いております。これ、例えば河内小学校はゼロです。女子トイレは３つ、
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多目的トイレは２つとなっております。男子トイレに洋式トイレがないんです。男の子が行け

ないんです。だから我慢して一生懸命走って、家に泣きながら帰ったということになっている

んです。先生は気がついてないんですよ。安心してすっと行ける男性用の洋式トイレ、これを

即つける必要があるのではないでしょうか。順次ではなくて、１年生に入った子がもう６年生

で卒業なんです。せめて１年ぐらい、半年、使えるようにしてほしいと思いますが、そういう

お考えはないでしょうか。 

 （教育次長 甲斐和彦君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 甲斐次長。 

            〔教育次長 甲斐和彦君 登壇〕 

○教育次長（甲斐和彦君） 繰り返しになりますけれども、トイレの洋式化についてはまだまだ洋

式化にするべきところはありますけれども、少しずつでも進めておるところでございます。今

後も進めてまいりたいというふうに思いますけれども、今、現時点でこの学校をいつというと

ころはお答えできませんけれども、順次進めてまいりたいと考えています。 

 （教育長 迫田隆範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 迫田教育長。 

            〔教育長 迫田隆範君 登壇〕 

○教育長（迫田隆範君） 今、次長のほうも御答弁させていただいたんですけれども、今年度、八

次小学校、トイレの整備ということで工事を進めております。つまりトイレについて全く着手

していないということではなくて、順次、老朽化したところ、あるいはまた使いにくいところ、

そういうところも含めて計画的にその整備をしているということは事実としてございますので、

これらについては御理解いただきたいというふうに思います。また、併せて紹介をしていただ

きました河内小学校についても、教育委員会のほうで確認をしましたところ、いわゆる男子ト

イレのすぐ向かい側に多目的トイレ、これは１階にも２階にもございます。そういったところ

で、心配なことはないようにということで、子供にも保護者にもきちんとお話をし、聞き取り

をして、しっかり安心して使えるという環境に今しているということは確認をしているところ

も併せて御答弁させていただきたいと思います。 

 （１番 伊藤芳則君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 伊藤議員。 

            〔１番 伊藤芳則君 登壇〕 

○１番（伊藤芳則君） 今、現実に河内小学校の生徒さんは安心して使えてないんですよ。河内小

学校から和田小学校、小童小学校、八幡小学校、これには男子トイレに洋式トイレがありませ

ん。これ、小規模校やから、もう統合するんだから、もうせんという考え方になっているので

はないですか。まだまだ河内小学校は統合させる気は地元の人はありませんが、ぜひとも夏休

みの間に工事してつけてほしい。１つでもいい。多目的トイレに入るのはやっぱり勇気が要る

というふうに思います。                この件について市長の答弁を求め

たいんですが、先ほどの28年の質問ですが、これは福岡市長が議員時代にされている質問なん
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です。その当時のこともしておられますので、市長の立場として、男子トイレに洋式トイレが

ない学校にトイレを早急につけると、直ちにつけると、予定でいけば夏休みの間に工事してし

まうというぐらいの構えはないでしょうか。答弁を求めます。 

 （市長 福岡誠志君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 福岡市長。 

            〔市長 福岡誠志君 登壇〕 

○市長（福岡誠志君） 先ほどある議員が平成28年に質問したというのは、私のことではないかと

思いながら聞かせていただいておりましたけれども、当時指摘させていただいたのは、学校ト

イレの洋式化をすることで、学校というのは避難所にもなっておりますし、そういった点も含

めて学校トイレの洋式化をしていこうという提案をさせていただきました。それ以降、先ほど

教育長を始め、教育次長も答弁しておりますけれども、順次計画的に工事を進めているといっ

たような状況です。今やはり優先順位をつけるのであれば、学校トイレの洋式トイレがないと

ころを優先的に工事していくということがまず優先順位として挙げられるんだろうと思います。

先ほど河内小学校のことが例に出されましたけれども、多目的トイレというのは、障害者の方

のみならず、みんなが使っていいといったようなトイレでありますので、そういった面では、

教育的な見地からも引き続き子供たちには指導していくということで、誰でも使っていいとい

うようなトイレを有効に活用するというのも１つの手だてというふうに感じておりますので、

そういった部分については周知を引き続き徹底するとともに、今後におきましても計画的にト

イレの洋式化というのを進めてまいりたいというふうに思います。 

 八次小学校の改修工事が完了するということでありますけれども、引き続き、国の助成金等

も、当時の議会では、学校施設環境整備補助金という名称だったと思いますけれども、議会と

しても国に対して要請文を出した記憶がありますし、国においてもトイレの洋式化というのは

文科省が進めておりますので、引き続きそういった部分の助成金というのも、地方に対してし

っかりと予算化してもらえるように要請をしていきたいというふうに考えております。 

 （１番 伊藤芳則君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 伊藤議員。 

            〔１番 伊藤芳則君 登壇〕 

○１番（伊藤芳則君） 順次ということで、福岡市長が質問してから５年半たっているんです。そ

れでもできてないというのは何なんですか。本当にやる気がないではないですか。河内小学校

はもういずれは統合される。八幡小学校もいずれは統合される。和田小学校はまだでしょうけ

ども、小童小学校も統合される。それぐらいの考えしかないのではないですか。河内小学校は、

災害時の避難所になっているんです。だからそういうトイレがなければ避難する人も来られま

せん。確かに多目的トイレがあるからと言うのだけども、 

 

        子供たちはそれが特にできない。できてないから、ちゃんと男子トイレにも

洋式トイレをつくるべきではないですか。順次ということになれば、今のないところにいつで
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きるんですか、順番が。その計画を直ちに立てて、夏休みの間に１基でもできるではないです

か。そういう補正予算を組めばすぐできるじゃない。そんなに何千万もかかる金額ではないと

私は思いますが、それができないんですか。もう一度問いかけますが、よろしくお願いします。 

 （教育次長 甲斐和彦君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 甲斐次長。 

            〔教育次長 甲斐和彦君 登壇〕 

○教育次長（甲斐和彦君） まず、この夏休みに１つでもということでございますけれども、現時

点でそういった予算も何も今持っておりませんので、今ここで施工しますとは言えないという

のが状況であります。それともう一つ、このトイレの洋式化を進めるに当たって、学校規模の

適正化というのは全く切り離して考えております。将来、適正化、統合する学校だからという

ような考えは、この洋式化とは全く別物として考えておりますので、そこは御理解を頂きたい

というふうに思います。 

 （１番 伊藤芳則君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 伊藤議員。 

            〔１番 伊藤芳則君 登壇〕 

○１番（伊藤芳則君） 統廃合とは別物ということで考えておられるなら、なおさら必要なトイレ

をつくっていただきたい。避難所としても使う状況なので、どうしてもそれが計画できないで

しょうか。早急に見積り、設計をつくれば、そんなにかかる金額ではないと私は思います。そ

ういう補正予算なら、何ならコロナ対策費の交付金でも活用できるのではないですか。そうい

う考えにぜひともなっていただきたいと。これ以上聞いても返答はないと思いますが、検討は

してください。こうなりました、だからできませんならいいです。検討してこれだけの金額に

なりました、じゃ、補正で何とかしてみましょうということでできるなら、ぜひとも今年中に、

いや、夏休み中が一番いいと思います。本当にあと半年残りの期間、そういう学校で安心して

勉強ができることを私は教育委員会にお願いをして、時間は余りますが、以上で私の一般質問

を終わらせていただきます。御清聴ありがとうございました。 

○議長（山村惠美子君） この際、議場内の換気作業のため休憩いたします。再開は13時55分とし

ます。 

          ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

            ――休憩 午後 １時４５分―― 

            ――再開 午後 １時５５分―― 

          ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

○議長（山村惠美子君） 休憩前に引き続き一般質問を行います。 

 順次質問を許します。 

 （24番 小田伸次君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 小田議員。 

            〔24番 小田伸次君 登壇〕 
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○２４番（小田伸次君） 会派ともえの小田伸次でございます。３日間にわたる一般質問、私が最

後ということでございますので、執行部の皆さん、議員の皆さん、あともう少しですのでお付

き合いのほどよろしくお願いいたします。そして、なるべく分かりやすい言葉で私も質問した

いと思いますし、執行部の皆様も市民の皆様に分かりやすい言葉で返していただければという

ふうに思います。 

 今回、大きく３つの質問を上げさせていただいておりますが、さすがに３日目でございまし

て、今までの同僚の議員の質問とかぶっておるところもありますので、若干割愛させていただ

くところもあろうかと思います。そして前後、行ったり来たりするところもあるかもわかりま

せんが、その辺のところは御容赦願いたいというふうに思います。 

 まず１点目に、各住民自治組織と地域振興部の関係という形で上げさせていただいておりま

すが、この問題につきましても、昨日、同僚議員のほうからも質問がありました。今のこの三

次市、これから先、この住民自治組織と行政がどのような形で関わって、どのような形でまち

づくりを進めていくのかというのは大変大きな問題だというふうに私は思っております。合併

以来、三次市内に19の住民自治組織ができました。そして、それを束ねる連合会というものも

あります。そういったところと地域振興部とはどういう形で意見を交換し、どういう形で意見

を吸い上げ、また反対に、市のほうからどういうことをお願いし、やっておるのかな、どうい

う関係性をつくっているのかということを質問したいというふうに思いますが、これは市民の

方から聞くことがあります。市民というか、こういった組織に関わっている方からです。まる

で何か住民自治組織は、市役所の下請的な存在になっているのではないかという声も聞かれて

おりますので、まずそのことをお聞きしたいというふうに思います。 

 （地域振興部長 中原みどり君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中原地域振興部長。 

            〔地域振興部長 中原みどり君 登壇〕 

○地域振興部長（中原みどり君） 住民自治組織は、市民から最も身近な組織であり、住みよい地

域づくりを推進する上で重要な役割を担っていると考えています。市としても協働のまちづく

りを推進しており、まちづくりサポートセンターとしての訪問などによるニーズの把握や活動

に対する助言、また集落支援員制度の活用など様々な支援を行っています。今後も住民自治組

織が地域のビジョンの実現や課題解決に向け、自主的な住民自治活動ができるよう連携を密に

して取り組んでいきたいというふうに考えております。 

 また、先ほど下請といったことがありましたけど、地域振興部として日常的に住民自治組織

のほうを訪問しておりますが、そういった際に各部局からの依頼も増え、事務量が増えている

とか、市役所の下請になっている、そういった声を実際聞くこともあります。市としてはそう

いった住民自治組織を下請と考えたことはありませんし、先ほども言いましたように、まちづ

くりサポートセンターとして常に住民自治組織と対話をしながら、課題解決に向けた取組を住

民自治組織と共に行っております。 

 （24番 小田伸次君、挙手して発言を求める） 
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○議長（山村惠美子君） 小田議員。 

            〔24番 小田伸次君 登壇〕 

○２４番（小田伸次君） 当然、市のほうが住民自治組織を下請と考えておるわけはないんです。

私もそれはそうだと思います。ただ、そういうふうに感じられるというところに問題があるの

ではないかということを言っとるわけです。なぜならば、先ほどまちづくりサポートセンター

のほうを通じてでも、住民自治組織に出向いてお話をお伺いしているとかいうふうに言われま

したけども、それをちゃんと運用して、その意見を吸い上げて、住民自治組織、これは各19、

様々に違うと思います。特に旧三次市街地は支所がございません。それ以外は支所がございま

す。そういったところでも立場も若干違うかもわからない。そういった中で、各自持っている

自治組織の違いの悩み事、お願い事というものに関して、ちゃんと対応できているかどうかと

いうことなんだと思うんです。いろんなことをお願いされるけども、こちらがお願いしたこと

がなかなか実現できないというようなことがあるからこそ、下請的な感覚を取られるのではな

いかというふうに私は思うわけです。そこに今問題がある。 

 先ほど言いました、これからの三次市を、発展的に住んでよいと思われるまちづくりをする

には、この住民自治組織との協力がなければ私は成り立っていかないというふうに思います。

当然、皆さんもそんなふうに考えられておるからこそ、そういう取組をされているんだろうと

思います。そういう意味では、地域振興部の人数的なものも足りてないのかもわからない。そ

ういうふうに住民の方が下請産業ではないかというふうに思われることのないように、これか

らもしっかりと取り組んでいただきたいというふうに思いますけれども、例えばこれは今回の

一般質問の中にもあったというふうにも思いますけども、いろんな組織、これは初日はスポー

ツ団体のことだったと思いますけども、いろんな組織が高齢化し、人材不足に陥っている。こ

れは住民自治組織もそうだと思います。19の自治組織が出来上がったときに、元気はつらつ、

よし、自分たちのまちづくりを頑張ってやろうと言っている方がもう高齢化して、それが次の

世代になかなかつなげていけない。１人の方が、幾つもの役を請け負ってやらなければいけな

い。ましてや私は十日市東というところで住まいをしておりますけども、合併当初からいうと

世帯は増えました。しかし、この住民自治組織である組織に加入される人は減りました。常会

数も同じですが、常会数の中に入られている加入者は少なくなりました。今言いました世帯数、

人口は若干増えました。だけど、そういうところに加入する人が少なくなっているわけです。

そうなってくると、常会の意義って何だと、自治会の意義って何だと、住民自治組織の意義は

何だということになってくるわけです。そうすると、人と人とのつながりで新しい三次市をつ

くっていこうという市長の施政方針の中で述べられたことからいうと、若干かけ離れていくの

ではないかというふうに思うわけです。だから地域振興部の存在というのは、とても大きなも

のだというふうに私は思います。住民自治組織と地域振興部、これからの関係性をしっかりと

築いていくことが大切だと思いますが、いま一度、部長、住民自治組織との関係、これからそ

の住民自治組織が抱える問題点に対する対処方法、いかに取り組んでいくかをお答え願いたい。 

 （地域振興部長 中原みどり君、挙手して発言を求める） 
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○議長（山村惠美子君） 中原部長。 

            〔地域振興部長 中原みどり君 登壇〕 

○地域振興部長（中原みどり君） 住民自治組織のまずその在り方といいますか、目的としまして

は、地域住民自らが地域の課題に対応して、生涯学習の推進や地域活動の実践を通して、地域

の活性化を図り、住民自治のまちづくりを進めていくというのが住民自治組織の大きな役割、

目的であるというふうに考えます。地域振興部としては、この課題解決に取り組む住民自治組

織が自ら課題解決に向けて活動ができるように、財政的な支援も含めてですが、特に人的支援

ということで先ほど来申し上げておりますが、まちづくりサポートセンターとして、これまで

と同様、今後もしっかり日常的に住民自治組織を訪れることもですし、まちづくりサポートセ

ンターとしても、しっかり地域の皆さんに寄り添ってまちづくり活動を支えていきたいという

ふうに思います。 

 （24番 小田伸次君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 小田議員。 

            〔24番 小田伸次君 登壇〕 

○２４番（小田伸次君） 自分の住んでいるところの問題を言っているようで誠に申し訳ないんで

すけども、世帯数が増えたけども、加入数は減っているというふうに先ほど言いました。市の

ほうで新しく住宅を建てられた方、もしくはアパートに住まわれている方、私の住んでいる十

日市のほうに越されてきた方、そういう方に対して、例えば常会であったり、単位自治区であ

ったり、十日市の自治連合会であったりというところに対しての、こういった組織に加入する

ような促進するような働きをされていますか。 

 （地域振興部長 中原みどり君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中原部長。 

            〔地域振興部長 中原みどり君 登壇〕 

○地域振興部長（中原みどり君） 常会の加入ということにつきましては、特に市街地である十日

市地区であるとか酒屋地区におかれましては、加入がなかなか進まないということは大きな課

題であるというふうに伺っております。なかなか特効薬というのはないと思うんですが、具体

的な取組としては、例えば住民自治組織連合会というものがありますが、そちらと連携して、

例えば目に見える形での加入ということで、加入案内のパンフレット等も作成をしまして、転

入者等に対しては周知などを図っているところでありますし、住民自治組織におかれましても、

そういったものを活用して加入促進をしておられるというふうに聞いております。なかなかす

ぐに大きな効果につながるということにはならないと思いますが、そういった声かけであると

か、地道なつながりを大事にしていくということをしっかりメリット等もお伝えする中で、加

入促進につながっていけばいいというふうに考えております。 

 （24番 小田伸次君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 小田議員。 

            〔24番 小田伸次君 登壇〕 
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○２４番（小田伸次君） 当然、行政だけではなくして、住民自治組織のほうも一緒になって、常

会の有意義さというもの、自治会の有意義さというものを高めていかないと、変な話ですけど、

自分だけよければいいよというような人、人との関わりするのが面倒くさい、常会に入れば常

会長が回ってくるのが嫌だ、自治会に入れば自治会長が回ってくるのが嫌だ、そういう方々が

増えているように感じます。そういう中で、やっぱりいいまちづくりを進めていけないと思う

んです。先ほども言いました、１人の方がいろんな役をいっぱいこなさなければいけない。そ

ういう中で、自主防災組織をつくってくれという形で昨年度下りてきて、組織的なものはつく

ったのかもわかりませんけど、これを実働させるためには、先ほど言いました十日市なんかに

行ったら、アパートとか新築の住宅とか加入されてない方がいっぱいいるんですよ。そういう

人たちを把握しろというのはかなり難しい問題です。そこで独居老人がどこにいる、支援を必

要な人がどこにいるというのは、民生委員でしてもらうんですかと。例えばその情報は、地域

の現場に近いところにいる常会に下りてくるんですかといったら、それは個人情報だからでき

ない。そんなので自主防災組織もちゃんとしたときに機能しませんよ。そういうところもしっ

かりと考えながら、今後の住民自治組織とどのようにつながっていくのかをしっかりと考えて、

これはすぐにはできない問題かもわかりませんけども、しっかりと地域振興部が、それは地域

振興部という部署ですから、そこがしっかりと頭になって各部署ともつながりながら対応して

いっていただきたいというふうに思います。 

 例えば三次町でも博物館ができて、外からの来訪者が増えて、歩行者が増えて、車との擦れ

違い等々危険なところもあったりするのではないかと思います。そういったのを例えば地元の

住民自治組織が建設部へ言うのではなくて、地域振興部が窓口になって、横の連絡をちゃんと

取ってそれに対応するように動くとか、やはり出かけていって動かなきゃ駄目なんですよ。現

場へ行かなきゃ、そういうふうに私は思います。十日市に至っては、道路側溝の蓋かけという

のを私が議員になったときからずっと言い続けさせていただいております。こういった問題も、

道路を広げるわけにはいかないわけですから、側溝に蓋をかけるだけで、それだけで歩行者の

通行は確保できるわけですから、そういうところを計画的にやっていく。これは前はそこの側

溝の近くの人が要望してというふうにあったんですけども、今頃はそれが地域の要望という形

に変わってきていると思います。それは大事なことだと思います。１人の人がやってくれと言

われたけど、周りはやってほしくなかったということもあるから、だからこそ住民自治組織の

意見をちゃんと吸い上げて、それを政策で生かしていく、施策で実行していく、そういうこと

が大切なんだろうと思いますので、大変難しい問題ではありますけども、しっかりと取り組ん

でいただきたいというふうに思います。 

 なお、市の職員の方々は、各住まわれているところで常会に加入したり、自治会に加入で運

動されていると思いますので、その辺のところは職員の教育としてしっかりと取り組んでいた

だきたいとということを申し上げて、次の質問に参りたいと思います。 

 ２番目は、経済活性化対策の戦略という大きな項目で上げさせていただいておりますが、こ

れは今日の午前中にも同僚の議員が質問をしました。これはウィズコロナ社会が訪れるコロナ
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禍で、本市の立ち位置はということで、アとしては、市内業者への独自支援策はという質問を

上げておりましたが、これは全く午前中の議員と質問がかぶっております。ですから、これは

割愛をさせていただこうというふうに思います。中廣産業振興部長、答弁をしようと思って前

に出てこられたんですが、これは割愛させていただきます。三次もそれなりに一生懸命やって

いると思いますが、これからも一生懸命努力していただきたいということを申し述べて、イの

重要なこれから役目を持つであろう新ＤＭＯの今後の展開はという質問に入りたいというふう

に思います。 

 この三次市の立ち位置、今どんどん工業団地の中に進出してきて、企業を呼び込むというよ

うなこともできないのが昨今の事情だろうと思いますし、三次市も今完売しているということ

なので、そうすると定住人口、今しきりに言われております人口減、少子化、それに対して定

住人口を増やすというのはなかなか難しい問題があろうかと思います。空き家対策にしても、

いろいろな問題もあり進まないところもあるが、取り組んでいるのが現状だろうと思いますが、

私はやはり今コロナ禍において冷え込んでしまった交流人口を活性化していく、そこに１つの

経済の活性化、または交流人口の増加から定住人口への流れというものに対して三次は取り組

んでいく立場にあるのではないかなというふうに思うわけですが、その辺のところの私の考え

はどうか、そういうふうに思っているわけですが、市としてはどういうふうにお考えでしょう

か。三次市の立ち位置です。 

 （産業振興部長（兼）農業委員会事務局長 中廣 晋君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中廣産業振興部長。 

            〔産業振興部長（兼）農業委員会事務局長 中廣 晋君 登壇〕 

○産業振興部長（兼）農業委員会事務局長（中廣 晋君） 産業全般が地域経済の振興活性化、そ

して活性化することによって定住、そして人口増、定住というような結びつきになろうかと思

いますけど、その中でも観光という分野については大きな要素を持っているというふうに考え

ております。観光に関連する事業者も多くございます。そういったところが１つになって同じ

方向性を向いて取り組んでいく、そういったことがこれからのまちづくり、また三次市の発展

においても重要な位置づけになろうかというふうに考えております。 

 （24番 小田伸次君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 小田議員。 

            〔24番 小田伸次君 登壇〕 

○２４番（小田伸次君） 新ＤＭＯがこの４月に誕生して、三次市全般の観光に対しての目を配り、

これからの交流人口をいかに図っていくかということに対して努力をこれからされていくんだ

ろうと思います。ただ、まだ今はできたばっかりですし、様々な問題があろうかというふうに

は思いますけれども、このＤＭＯがいかに今から機能していくかということが、この三次市の

今後の交流人口の増加に向けての大きなパーツだというふうに思います。そういうときに私は

常日頃から感じますけども、確かに今、合併やらＤＭＯが新しくできてから人数的には増えま

した。観光協会の方も元観光協会の方も入られています。こういうところへやはりスペシャリ
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スト的なものがちゃんといないと、内々で動く人、外に向かって動く人、計画立案してそうい

ったものを考える人、そういった者がちゃんといないとコーディネートできないものだろうと

いうふうに思います。今の専務はかなりいろんなところで鍛えられておるのであれですけども、

そういうふうなところをちゃんとサポートするような人材をつけるべきだろうというふうに思

います。それはお金がかかるかもわかりませんよ。そのときに考えられるのが、地域おこし協

力隊員というようなものを募集して、ここのそういった専門的な能力を持った人をＤＭＯに配

置するというようなことがあってもいいのではないかなというふうに思うわけです。今からの

デジタル社会に向けて、こういったものにたけてないと、三次の魅力を発信していく、情報を

広く発信していくというのは、そういったところにたけてないと無理なんだろうと思います。

今はグローバルな社会で、海外の人もやっと動き始めましたけど、三次市だって、市外、県外、

もしくは国外だって狙える魅力のあるところもあろうかというふうに思います。そういったと

きにはそういう方をちゃんと雇い入れてやっていかないといけないんだというふうに思います。 

 この新ＤＭＯができたことは私は大変うれしいことだと思います。これはもう何年前になる

かは覚えていませんけども、観光コンベンションビューローというものを三次市もつくるべき

だということを私は一般質問でも言ったのがやっとかなったということで、一生懸命私も応援

していきたいというふうに思いますが、そういった人材的な確保、先ほどの専門的な、それに

対しての考え方はいかがでしょうか。 

 （産業振興部長（兼）農業委員会事務局長 中廣 晋君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中廣部長。 

            〔産業振興部長（兼）農業委員会事務局長 中廣 晋君 登壇〕 

○産業振興部長（兼）農業委員会事務局長（中廣 晋君） 一般社団法人三次観光推進機構は、今

年４月から新組織として新たにスタートされたわけでございますけど、執行体制については、

今年度から部門別にマネジャーを設置して、また目標数値も設定をして責任の明確化を図るな

ど、人的な体制と業務執行体制の両面が整ってきたところでございます。人員体制につきまし

ては、観光部門を担う職員の体制ですけど、４月に１名、６月に２名の職員を採用されており

ます。市からの派遣も含めまして、現在、専務理事、事務局長のほかにマネジャー３名、スタ

ッフ７名、合計12名の体制になっております。このたび採用された方のうち２名は、旅行業務

の取扱いの資格を有しておられます。そうした有資格者の採用というのも努められております

し、これまでに採用された方はウェブデザイナーというようなことで、専門的な要素を含めた

人員を採用されております。今後、そういった専門性を持った職員を雇用されるということで、

さらにスキルアップが図られるというふうに思っております。 

 また、議員御提案の地域おこしの協力隊の採用ということも、今後、ＤＭＯが組織的に体制

の強化であるとか事業を、これをやっていくんだという明確な目標を設定していく中で、そこ

に必要な人材を求めていく、その中で地域おこし協力隊が必要というＤＭＯとしての考えがあ

れば、やはり検討していきたいというふうに思っております。 

 （24番 小田伸次君、挙手して発言を求める） 
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○議長（山村惠美子君） 小田議員。 

            〔24番 小田伸次君 登壇〕 

○２４番（小田伸次君） 期待をしておきます。私たちもこの５月に国のほうに勉強に行かせてい

ただきまして、官公庁との話合い、そして内閣府との勉強会の中で、今回の一般質問でも出ま

した言葉、地方創生推進交付金、これが４年度予算では1,000億円あるわけです。これを２分

の１、国が持つという形でありますし、２分の１は地方自治体、その２分の１は地方財政措置

を講じますというふうなものがありますし、地方創生拠点整備交付金、これは３年度の補正予

算で上がっているのが460億円というふうな形でありますし、そういったところに対しても自

治体、もしくはＤＭＯ等の地域を代表する団体が取りまとめて作成というふうな文書がついて

おります。やはりＤＭＯの存在、それがかなりこれからのこういったところの補助金を頂くの

には大きな役目を果たすんだろうというふうに思います。こういうのを積極的に取りにいって、

三次の将来のために、この三次の魅力を、先ほど言いました市外、県外、国外に向けて発信す

るために、こういったものをしっかりと取り込んでお金をかけないと、お金は動きません。待

っていてもお金は来ません。節約するだけでは財政は増えません。かけるべきところにはかけ

て、その代わりかけたお金で将来三次市のためにプラスになる財政になる計画、これを推し進

めていくことが行政として大切なんだろうというふうに思います。そのときには首長の英断も

必要かもわかりません。そういうところをしっかりとこれからも取り組んでいただきたいとい

うことを申し述べて、（２）のスピード感を持った予算執行と運用についてというところの質

問に入りたいと思います。 

 私たちが３月定例会で新年度予算、４年度の予算を可決させていただきました。そして、そ

の予算執行と運用についてというところで若干スピード感が足りてないのではないかというこ

とを感じたので、この質問を上げさせていただきました。それは何かというと、学校図書費の

配分です。学校図書費、これは学校の図書というものは、学校の先生で補えないところであっ

たり、そういったものを図書室に行って、書物、書籍、本、そういったものを見ることによっ

て知識とかいうものを広げることができる、今までなかったことに触れることもできる、そう

いった大切なツールだというふうに私は思っています。各学校の図書、それがどういったもの

をそろえて何冊あるかというのに毎年、教育委員会も頭を悩まされているんだろうというふう

に思いますが、予算を要求するときに12月ぐらいから予算要求されるんだろうと思いますが、

それをもって３月の定例会に予算要求され、それを決定し、学校図書費がどのぐらい振り分け

られていますかというふうに聞いたときに、まだ決まっていませんと言われたのがこの前で、

私の一般質問の聞き取りのときにやっと決まりました。それが６月の頭でしたよね。そこから

学校に予算が行って、それから何を買うかというのが決まり、購入すると立つのに夏休みぐら

いになるのではないかというふうに思いますが、子供たちにそういった夏休みまでに読んでほ

しい本とかいうのがあるのではないかというふうに思いますし、本をやり替える、新しい本を

提供するというのが、４月、５月、６月、７月、夏休みの８月、５か月間、新年度予算の恩恵

を被れない６年生とか中学３年生とかいうのは、持って卒業に行ってしまう。先ほど言った12
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月に予算要求するのなら、そのときに来年４月になったらこういう本を買うんだというのがあ

る程度手元にあってからだったら、すぐ執行できて買えるのではないかと思うんですが、その

辺の考え方をひとつよろしくお願いします。 

 （教育次長 甲斐和彦君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 甲斐教育次長。 

            〔教育次長 甲斐和彦君 登壇〕 

○教育次長（甲斐和彦君） 学校図書の配当の仕方というところですけれども、図書費の配当は、

各学校の蔵書数等と５月１日の児童生徒数、学級数を基に配当額を決定いたします。各学校で

は、年度末に図書の整理や廃棄を行うこともあるので、新年度になって改めて各学校の図書の

数を調査した上で配当額を決定することになります。ということで、こういったスケジュール

になるということですけれども、今年度は先ほど議員が言われましたように６月上旬に決定通

知をしておるところでございます。各学校には決定通知後早めに図書を購入するよう、本を選

定し、購入をするよう指導をしておるところであります。 

 （24番 小田伸次君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 小田議員。 

            〔24番 小田伸次君 登壇〕 

○２４番（小田伸次君） 先ほども言いましたけども、図書というのは様々な知識、知恵を与えて

くれるものだというふうに思っています。子供たちが図書室へ行って様々な書物を見て、それ

によって自分はこういうところに触発されて、自分はこういうことを勉強してみよう、世の中

はこうなんだ。道徳的な本でもいいと思います。学校の先生が教えられないこと、学校の先生

に任せられないことというか、そういったものをちゃんとやってくれるのが僕は図書だという

ふうに思っています。子供たちが図書館で何冊本を読むか。学校になかったら、市立の図書館

にこんなのがありますよとか、そういうところに子供たちが興味を持ってくれれば、いろんな

知識、学力だけが上がるのではなくて知識が広がっていくということは、僕はとても大事なこ

とだろうというふうに思っていますので、しっかりとこの図書費の取組は行っていただきたい

というふうに思います。これは今後とも、その辺の取組をしっかりやっていただきたい。 

 学校の司書の職員がいないというのは非常に問題だと思います。これは各学校に１人ずつ置

く必要はないので、学校の図書をどういうふうに考えて、どういうふうにそろえていくか、ど

ういうものを子供たちにそろえてやるかという、やっぱり専門の司書職員というものは必要だ

と思いますので、それは市長のほうに言っておきます。するかしないかは首長の判断にお任せ

します。そういうことで、教育委員会も今後ともしっかりと取り組んでいただきたい。 

 そして、スピード感のところで言いますけれども、この８月14日にウエスタン・リーグが、

ウエスタンの対阪神戦が三次にやってまいります。それが決まったのはもうかなり前だという

ふうに思います。３月の定例会の所信表明のところでも市長も述べられました。しかし、実行

委員会が立ち上がったのが６月８日です。あまりにも遅いのではないか。やはりこういったも

のは、先にもう決まっているなら早く実行委員会を立ち上げて、どういうふうな形のものでお
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客さんをお迎えするのかというのをやらなければいけないと思いますが、その辺の考えは、な

ぜそういうふうにちょっと遅くなったのかお伺いしたい。 

 （産業振興部長（兼）農業委員会事務局長 中廣 晋君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中廣部長。 

            〔産業振興部長（兼）農業委員会事務局長 中廣 晋君 登壇〕 

○産業振興部長（兼）農業委員会事務局長（中廣 晋君） ８月14日に開催されますウエスタン・

リーグ公式戦を主催する三次市プロ野球公式戦開催実行委員会につきましては、先ほど議員が

言われましたように６月８日に今年度の総会が開催をされ、公式戦の事業計画についても議論

をされたところでございます。プロ野球公式戦の開催に当たっては、地方で開催される二軍戦

であっても、一軍戦と同様の新型コロナウイルス感染症対策を実施して行う必要があるという

ことで、これまでやってきたノウハウだけでは対応できないということもございます。また、

球団から示されるコロナ対策を講じた配席等についても、当初は千鳥で前後左右１席を空ける

という御指示でありましたが、それも今回変更となり、通常通りの配席でよろしいというよう

な、そういった変更点もございました。そしてまた、他市町でのコロナ禍での開催状況、そう

いったところも見に行ったりして、さらには球団と協議を重ねていくということで、若干準備

に時間を要したというところもございます。若干遅れておりますけど、コロナ対策でこれまで

にない対応も取りながら、開催に向けて取組を進めていきたいというふうに考えております。 

 （24番 小田伸次君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 小田議員。 

            〔24番 小田伸次君 登壇〕 

○２４番（小田伸次君） やはりいろんなことをするのにスピード感を持ってやっていかないとい

かんというのは、８月14日でお盆ですよ。そのときに手伝える人が何人おるかということもあ

りましょう。中の売店をするにしても、じゃ、どういう形でするのか、そういったものにどう

いう準備が要るのか。民間はそれを入れられたら、一生懸命多分合わせようと思って頑張ると

思います。でも、あるようでないのが時間なんですよ。その辺のところをしっかりと頭に入れ

ていただきまして、今後こういうときは早め早め、開催の決まるのが遅かったのならいいです

よ。もう決まっていたんだから、早め早めの行動をお願いしたいというふうに思います。それ

が当たり前だと思いますよ。早め早めにしとけばいろんなことに対応できると思いますので、

トラブルがあったときの対応もしっかりできるというふうに思います。そういう形で、予算の

執行と運用についてはスピード感を持ってやっていただきたいということを申し述べて、次の

最後の「スポーツのまちみよし」の将来展望というところに行きたいと思います。 

 まんざら先ほどのお話とも違うわけではないんですけども、私は市長が推薦する女子野球タ

ウンはとてもよろしいと思います。これは今いろんな意味で注目を浴びておりますし、今日の

朝日新聞だったかな、書かれていたと思うんですが、北海道のほうでも生徒数の少ない学校が

女子野球を、たった２名ですけども、そこで野球をする。栗山町だったかな、そこで元日本ハ

ムファイターズの監督だった栗山さんが来て、いろんな話をするというようなところからも、
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そこにクラブをつくって学校の存続をかけた戦いを始めるというのが出ていて、広島の佐伯高

校も名前として挙がっておりました。そういう中で、それはそれとしていいんですけども、そ

のほかのスポーツもたくさんあるわけです。ましてやそれを受け入れていくためには、審判で

あったり、それをサポートする例えば宿泊先であったり、お手伝いするスタッフ等々が必要な

んだろうというふうに思いますけども、これもその競技協会の高齢化が進んでおったり、そう

いうのでなかなかそれも難しいところも出てきておるように感じておりますが、その辺のとこ

ろの取組、今後そういったものを、大会を誘致するなり合宿誘致するなりしたときの宿泊施設

の準備であったり、スタッフであったり、審判であったり、その辺のところの取組はいかがお

考えでしょうか。 

 （地域振興部長 中原みどり君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中原部長。 

            〔地域振興部長 中原みどり君 登壇〕 

○地域振興部長（中原みどり君） まず審判員、スタッフ等の補強についての答弁をさせていただ

きたいと思いますが、議員御指摘のとおり、各種競技団体の審判員であるとかスタッフの高齢

化、また担い手の不足が大きな課題となっております。審判員やスタッフの育成は、現状では

それぞれ各種競技団体が行っておられます。各種競技団体に対しましては、三次市体育協会へ

の補助金を通して各専門部への支援をさせていただいておりますし、市としてはスポーツ審判

員等育成支援事業補助金等による財政的な支援も行っておりますが、団体によりましては若い

世代の人材育成が十分にできていないということも承知をしております。市としましては、例

えば審判員の活躍等について情報発信をするなど、審判員に注目が集まる、そういった取組も

行っていきたいというふうに考えています。 

 また、合宿誘致等につきましては、昨年度、女子硬式野球西日本大会の際も、宿泊について

は約半数のチームが市外へ宿泊をするなど、宿泊施設の確保が課題でした。今年度はＤＭＯの

協力も得ながら、できるだけ多くのチームが本市に宿泊をしていただけるように取り組みたい

と考えております。ちなみに昨年度のスポーツ等合宿助成事業を利用された宿泊状況につきま

しては、23団体、422人の方でした。これから夏休みを迎えます。各施設や助成制度について

情報発信することで、大会合宿数を今後も増やしていきたいというふうに考えております。 

 （24番 小田伸次君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 小田議員。 

            〔24番 小田伸次君 登壇〕 

○２４番（小田伸次君） ますますこういった女子野球が三次の中で盛んになってくるようにして、

三次女子野球タウン、三次のまちはスポーツのまちであるし、みんな元気に三次市民も歓迎し

ていろんな意味でお迎えできているというふうな状況をつくっていくために、しっかりと努力、

協力していただきたいというふうに思います。その中で１つ提案的なものがあるわけですけど

も、これは女子野球タウンに決まったときからいろいろと話がぽつぽつと出ていたんですが、

高校野球は佐伯高校で女子野球部をつくりましたけども、廿日市では一企業が野球チームをつ
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くられました。三次で１つの企業に対して野球チームをつくれというのは、多分、企業の力的

には難しいところもあろうかと思いますが、クラブチーム、いろんな企業から参画していただ

いて協力していただいて、女子野球チームをつくってみるというふうな考えはいかがなものか

な、いいのではないかなというふうに私は思うわけですが、例えば三次市の職員の中でも、女

子野球をやりたいという女子野球が大好きな職員もおるかもわかりません。企業の中にも女子

野球をやりたいという職員もおるかもわからない。それか、もしくは来年度の新しいそういっ

た職員を募集するというのもあるかもわからない。そういう形で三次市でクラブチームをつく

っていくという動きはどうかなというふうに思いますが、いかがでしょうか。 

 （地域振興部長 中原みどり君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中原部長。 

            〔地域振興部長 中原みどり君 登壇〕 

○地域振興部長（中原みどり君） 市内でのクラブチームの結成ということですが、本市の女子野

球タウンの取組は、市内各施設を活用して大会合宿誘致を図り、チームや関係者に年間を通し

て本市を訪れていただき、関係交流人口の拡大を図るものです。確かに本市を拠点とした女子

硬式野球チームが結成されれば、市民の皆様も地元チームということで愛着も湧き、応援され

ることで関心も高まり、より活性化するものと考えます。他の女子野球タウンでも、複数の地

元企業が選手を雇用してチームを結成した事例や、チームを所有した企業や学校を誘致した、

そういった事例もあります。今後、議員御提案の内容も含め、地元チーム結成の機運醸成を行

っていきたいというふうに考えています。 

 （24番 小田伸次君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 小田議員。 

            〔24番 小田伸次君 登壇〕 

○２４番（小田伸次君） そういうことにぜひ取り組んでいただきたい。施策というものは、１つ

の施策をやったときにその次はどうするのか、その次はどうするのか、それが三次のためにな

るのか、ならないのか、経済の活性化になっていくのか、住民の活性化になっていくのか、そ

ういうところにちゃんと次から次の戦略を持って取り組むべきだろうというふうに考えますの

で、私はそこのクラブチームをつくるというのはぜひチャレンジしてもらいたい。地元の商工

会議所、商工会、そういったところの協力を得てやっていただければというふうに思います。

特に市長もその辺に対しての造詣が深いと思いますので、思いを聞かせていただければと思い

ます。 

 （市長 福岡誠志君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 福岡市長。 

            〔市長 福岡誠志君 登壇〕 

○市長（福岡誠志君） スポーツを通じた三次の元気づくりということで、女子野球等々の様々な

提案をいただいておりますけれども、このスポーツのまち三次というのは、やっぱりスポーツ

を「する」「みる」「ささえる」、昨日もありましたけれども、スポーツや適度な運動をして
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市民に健康になってもらう。あるいは健康寿命を延伸する。さらには産業の活性化にも結びつ

けよう。今、スポーツコンベンションということがありますけれども、そういった取組を具現

化する１つの手法、手段が女子野球の去年の大会でありました。これは大会誘致することが目

的ではなくて、やはり女子にも愛されるまち三次というのを今後つくり上げていく１つの旗印

として、この女子野球に取り組ませていただいたところでもあります。スポーツのまち三次と

いうのは女子野球だけではなくて、やっぱりこの三次の拠点性、立地性、高速道路がクロスす

る、あるいは中国地方のへそという個性をしっかりと生かした地域づくりや合宿誘致というの

が必要ではないかというふうにも思っておりますし、女子野球以外のスポーツにつきましても、

例えば先ほどありましたカープの公式戦であるとか、あるいはアンジュヴィオレ広島の試合を

先般も運動公園でしたりだとか、あるいは広島ドラゴンフライズによるプレシーズンマッチの

開催であるとか、さらには雨水貯留施設がきりりの前にできますけれども、そこへはドラゴン

フライズさんの御協力によってスリー・バイ・スリーのバスケットボールの設置をしていただ

いたというところで、やはりそういった地元にあるプロスポーツチームや様々な各種団体と交

流や連携をする中で、スポーツが秘める可能性をさらに引き伸ばしていきたい、そんな取組を

今後も展開していきたいというふうに考えております。 

 スポーツというのは、文化もそうですけれども、夢や希望を与える、明日の活力になるとい

ったような大きな目的や夢を抱く要素にもなりますし、やっぱり市民の皆さんの活力、元気を

与えていくのもスポーツであり、文化の振興だろうというふうに考えておりますので、そうい

った総合的な観点からも女子野球を始めとする様々な各種スポーツ競技を振興させる中で、三

次の元気づくり、あるいは文化の振興も図ってまいりたいというふうに考えておるところでご

ざいます。引き続き、商工会議所や広域商工会、あるいは各種民間団体と連携というのが今後

のキーワードになってこようかというふうに思いますので、いろんな団体としっかり議論して、

今後の三次の将来を想像して、今後取り組んでいきたいというふうに思っております。 

 （24番 小田伸次君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 小田議員。 

            〔24番 小田伸次君 登壇〕 

○２４番（小田伸次君） スポーツに対する思いというのは市長も私も同じだろうというふうに思

いますが、今の発言の中に陸上競技がなかったのは非常に残念であります。この三次は高校駅

伝の予選の地域としてもやられておりますし、中国実業団陸上は毎年来てくれております。こ

の地の利を利用して中国実業団陸上は来てくれておりますし、先般行われた長距離の大会では

1,500、5,000メートルと２種目、男女とも大会新記録が出るような、高速で走る選手も来てい

るわけです。そういうのもぜひ市民の人に見ていただきたいというふうに思うわけですが、こ

の陸上競技場が今は第２種の公認競技場ですけれども、今度それを３種に落とすというふうに

お伺いしました。何ゆえにこの陸上競技場を２種から３種に落とすんだろうかと。２種から３

種の競技場に落ちるというだけでも少しイメージがダウンするわけですが、その辺のところは

なぜ２種から３種に落とされるのかお伺いします。 
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 （地域振興部長 中原みどり君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中原部長。 

            〔地域振興部長 中原みどり君 登壇〕 

○地域振興部長（中原みどり君） 令和５年３月30日をもって、三次運動公園陸上競技場の第２種

公認の期間が満了になることから、昨年11月に公益財団法人日本陸上競技連盟の事前調査を受

け、第２種公認の継続に必要となる施設改修等について指摘を頂いています。そのため第２種

から第３種に変更した場合の影響等を調査し、現在、定例的に開催をされている陸上大会の中

で最も規模が大きい中国実業団陸上競技選手権大会の開催に支障がないことを確認するととも

に、同選手権大会を主催する中国実業団陸上競技連盟の理事会に情報提供し、了承も頂いてい

ます。また、三次市陸上競技協会関係者と意見交換をさせていただく中で、中国実業団陸上競

技選手権大会が開催できる施設レベルは維持していただきたいとの御意見も頂いており、これ

らを踏まえ、第３種公認に変更する方向で準備を進めているところです。 

 （24番 小田伸次君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 小田議員。 

            〔24番 小田伸次君 登壇〕 

○２４番（小田伸次君） 予算もかかることですので、２種から３種になることは仕方ないという

ふうにいたしましても、施設の設備であるとか機材であるとか老朽化が進んでいるところとか、

見ていけば分かると思いますけど、ひび割れの入っている競技場、色ぐらいでも塗り直してく

ださいよと言っても、全然まだしていただいておりませんけども、そういった見た目のところ

もしっかりとこれから取り組んでいただいて、このスポーツのまち三次、やはり陸上競技場と

いうのは１つの顔になるところだろうというふうに思います。今回、オリンピックの聖火リレ

ーが行われませんでしたので非常に残念でしたけれども、坂井義則さんという方がこの三次の

出身で、あそこに顕彰碑も上がっております。そういった意味で、先ほど言いました高校駅伝

の予選のところでもありますし、中国高校駅伝というのも５年に１回は確実に開催されている

わけです。男女とも来るわけです。そういうときにやはり見た目が汚いというような競技場で

はないように、２種から３種に落ちるのは仕方ないとしても、その辺のところの取組はしっか

りとやっていただきたいということをお願いしたいわけですが、その辺のところの考えはいか

がでしょうか。 

 （地域振興部長 中原みどり君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中原部長。 

            〔地域振興部長 中原みどり君 登壇〕 

○地域振興部長（中原みどり君） 来年の３月で施設整備から30年が経過をすることから、施設や

機材等の老朽化が進んでおり、指定管理者と協議をしながら緊急性の高いものから順次修繕や

買替え等の対応を行っています。また、今年度、第３種公認に必要となる施設改修等を行うと

していますが、来年度以降も計画的に施設の維持に努めていくよう考えています。 

 （市長 福岡誠志君、挙手して発言を求める） 
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○議長（山村惠美子君） 福岡市長。 

            〔市長 福岡誠志君 登壇〕 

○市長（福岡誠志君） この陸上競技場については、1994年に広島でアジア大会があったときに新

しく新築をされたというふうに記憶しておりますけれども、当時はサッカーの武田とかカズと

かが全盛期の時代で、三次の運動公園がサッカー熱におびただしい熱気だったというふうに記

憶しております。それから30年ということがありますけれども、やっぱり施設というのは劣化

して老朽化してまいりますし、それをいかに今後、子供たちの夢や希望、あるいは市民の活力

の場としてどういうふうに維持をしていくかというのは財政的なこともどうしても絡んでくる

ことであります。 

 しかしながら、そういった１つのシンボル的な施設でもありますし、先ほど小田議員から御

指摘のありました陸上競技についても、非常に伝統のある大会が開催をされておりますし、私

も毎年その大会に伺わせていただいて、実業団の関係者の皆さんと様々な情報交換をさせても

らっています。そこから一流のアスリートも出ているということも先般も聞かせていただきま

したし、そういった歴史があるということを踏まえて、今後の整備計画も、限られた財源であ

りますけれども、計画的に実行する中で、この中国地方のへそとして三次が輝けるように、今

後みんなで一緒にいろんなことに取り組んでいけたらというふうに考えておりますので、引き

続き御指導よろしくお願いしたいと思います。 

 （24番 小田伸次君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 小田議員。 

            〔24番 小田伸次君 登壇〕 

○２４番（小田伸次君） 何分にも厳しい財政の中で、三次の市民の方に元気が出るような施策の

展開を、スピード感を持った施策の展開というものをお願いして、私の一般質問をやめたいと

思いますけども、何事も待つのではなく積極的に前に出て行う、そうすれば様々な問題に対し

てぶち当たるかもわかりませんけども、解決方法も必ず見つかるというふうに思っております。

今が三次のチャンスかもしれません。やっちゃろうや三次ですということを申し上げて、私の

一般質問を終わります。御清聴ありがとうございました。 

○議長（山村惠美子君） 以上で一般質問を終わります。 

 なお、今回の一般質問における議員の質問について、後日、会議録を調査して、不適切な発

言があった場合は議長においてこれを善処します。 

          ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

日程第２ 市立三次中央病院建替えに関する調査研究について 

○議長（山村惠美子君） 日程第２、市立三次中央病院建替えに関する調査研究についてを議題と

いたします。 

 市立三次中央病院は、現在地へ移転し28年が経過し、施設の老朽化や狭隘化への指摘がなさ

れており、さらには今般の新興感染症への対応について、今後の病院運営において大きな役割

の１つになっている状況にある中、現在の市立三次中央病院はそういった対応が困難な状況と
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言えます。こういった状況を踏まえ、今後も備北地域医療の中核を担う役割を果たすために、

新病院建設に向けた基本構想の策定が進められております。このことについて、本市議会とし

ては、基本構想の策定から建替えに至るまで市の意思決定や事務執行に対する監視、評価に注

力するための調査研究が必要と考え、８人の委員をもって構成する市立三次中央病院建替等調

査特別委員会を設置し、これに付託の上、審査終了まで閉会中の継続審査にしたいと思います。

これに御異議ありませんか。 

            （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（山村惠美子君） 御異議なしと認めます。 

 よって、市立三次中央病院建替え等の調査研究については、８人の委員をもって構成する市

立三次中央病院建替等調査特別委員会を設置し、これに付託の上、審査終了まで閉会中の継続

審査とすることに決定しました。 

 ただいま設置されました市立三次中央病院建替等調査特別委員会の委員の選任については、

委員会条例第６条第１項の規定により、竹原議員、小田議員、新家議員、齊木議員、重信議員、

増田議員、中原議員、山田議員、以上８人を指名したいと思います。これに御異議ございませ

んか。 

            （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（山村惠美子君） 御異議なしと認めます。 

 よって、ただいま指名いたしました８人の議員を市立三次中央病院建替等調査特別委員会の

委員に選任することに決定しました。 

 特別委員会の正副委員長の互選については、今会期中に委員会を開催され、互選されますよ

う、年長委員の方はよろしくお願いいたします。 

 お諮りいたします。 

 明日から６月30日までの８日間、委員会審査等のため本会議を休会することにしたいと思い

ます。これに御異議ありませんか。 

            （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（山村惠美子君） 御異議なしと認めます。 

 よって、明日から６月30日までの８日間、委員会審査等のため本会議を休会することに決定

いたしました。 

 この際、御通知いたします。各委員長から、配付の委員会審査日割表のとおり、委員会を開

催する旨、申出がありましたので、御確認ください。 

 三次市議会では、明日からの常任委員会をケーブルテレビで中継いたします。明日23日木曜

日は教育民生常任委員会、明後日24日金曜日は産業建設常任委員会、そして来週の27日月曜日

は総務常任委員会、29日水曜日は予算決算常任委員会の審査状況等を生中継いたします。放送

開始はいずれも10時を予定いたしております。皆様、どうか御覧いただきますようお願いいた

します。 

 以上で本日の日程は全て終了いたしました。本日はこれにて散会いたします。御苦労さまで
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した。 

          ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

            ――散会 午後 ２時５４分―― 
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